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ごあいさつ

　皆様方には、平素より備後信用組合に対しまして温かいご支援、ご協力
を賜り、心よりお礼申し上げます。
　ここに平成28年度第45期の事業の概要と決算につきましてディスクロージ
ャー誌を作成いたしましたので、ご一読戴き当組合を一層ご理解賜れば幸い
に存じます。
　さて、当期のわが国経済は、前半熊本地震や英国のＥＵ離脱決定などを
背景に悪化傾向となり、後半海外経済の不確実性や金融資本市場の不透
明感のなか天候不順や原油価格上昇等の影響を受けるものの輸出・生産
は持ち直し、緩やかな回復基調が続きました。中小企業・小規模企業にお
いては個人消費の低迷や原材料高等の影響により厳しい状況となり、また日
銀による金融政策により金利競争は激化し金融機関の収益環境も厳しさを増
しました。
　こうしたなか、当組合は地元福山に唯一本店を置く地域金融機関として、
皆様方の信頼にお応えし、皆様のご繁栄と地域経済の発展に貢献すること
を第一に考え健全経営に徹するとともに経営体質の強化に努めて参りました。
　その結果、平成28年度決算は総預金68,977百万円、総貸出金41,181
百万円、当期純利益は前期比9百万円増加の314百万円となり、13期連
続して増加し過去最高益を更新しました。また自己資本比率は前期比0.79
％上昇し15.04％となり、基準（国内基準4％）を大きく上回る好決算となり
ました。これも偏に皆様のご支援の賜と深く感謝いたしております。
　今後も、相互扶助の精神のもと、きめ細かい金融支援と地域に密着した
地道な活動により地域経済・社会への貢献を果たすとともに、健全性の維持・
向上に努め、中小企業・小規模事業者・勤労者の皆様の専門の金融機
関として引続きその役割・使命を果たして参る所存でございます。
　皆様のより一層のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

平成２９年７月
会　  長

石丸恵司

会　長 理事長
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地域貢献活動

地域貢献活動

１．中小企業の経営支援に関する取組み方針の概要
　　　中小企業者については、今後も引続き厳しい経営環境が予想され、当組合のお客様に
　も深刻な影響が及んでおります。
　　　このような厳しい経済環境下において、当組合は、お客さま－人ひとりの顔が見える
　対話を一番大切に、最も身近な頼れる相談相手として、お客さまの悩みを一緒に考え、
　問題の解決に努めていくため、以下のとおり、中小企業の経営支援に関する取組み方針
　を定め、これを遵守し、中小企業者の経営支援に向け全役職員が一丸となり適切な対応
　に努めます。

１．中小企業金融円滑化法の期限到来後の対応について
　　　平成２５年３月末をもって、中小企業金融円滑化法の期限が到来しましたが、当
　組合は期限到来後においても従来どおり、中小企業者の金融円滑化基本方針に基
　づき、お客様との対話を大切にして、貸付条件の変更や円滑な資金供給に努めます。
２．中小企業への経営支援に向けた取組みについて
　（１）お取引先事業者の経営改善や事業再生等の支援には、事業のライフサイクル
　　に応じた各段階に合せた経営指導や経営改善支援等の機能強化を図ってまいり
　　ます。
　（２）経営改善や事業再生等の支援については、当組合独自での支援及び中小企業
　　支援ネットワーク、認定支援機関、中小企業再生支援、事業再生ファンド等を
　　活用した支援もいたします。
　（３）顧客企業の経営改善・事業再生等の支援に当っては、関係する他の金融機関
　　及び関係機関等がある場合には、当該他の金融機関及び関係機関等と連携を行
　　うための会議を開催するなど十分連携・協力を図るよう努めます。
　（４）事業再生等の支援にあたって、お客様の重要な経営課題について、外部機関
　　等の第三者的視点や外部専門家の専門的な知見が必要な場合には、外部機関・
　　外部専門家等と連携した対応支援をいたします。
３．事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底について
　　目利き能力向上等のため、各種研修への積極的な参加により、経営支援能力の
　スキルアップに努めます。
４．中小企業の経営支援に関する取組み状況の公表について
　　　中小企業の経営支援に関する取組み状況については、創業・新規事業開拓の支援、
　成長段階における支援、経営改善・事業再生･業種転換等の支援等、外部専門家･
　外部機関等との取組み状況等について、毎年３月末を基準として年１回開示します。
５．中小企業の経営支援に関する取組みの支援体制
　（１）本部融資部を経営支援の統括部署としています。
　（２）各営業店には、経営支援責任者(部・店長)及び経営支援担当者を配置してい
　　ます。
　（３）各営業店には、相談窓口を設置し、お客様からの幅広い相談に対応しています。

■中小企業の経営改善及び地域活性化のための取組み状況

中小企業の経営支援に関する取組み方針

申込みを受けた債権
４，１２５
１０２

実行
３，９７１
８８

謝絶
４５
６

審査中
１２
０

取下げ
９７
８

中小企業向け債権
住宅資金貸付債権

（件）２．中小企業金融円滑化法の実施状況　（平成２１年１２月４日～平成２9年３月３１日）
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当組合独自の整備

 ･ 統括部署を融資部とし、各営業店には経営支援責任者及び経
営支援担当者を配置し、定期的に訪問して経営改善のサポートの
態勢整備をしています。
 ･ 平成25年 2月に経営改善計画策定支援の「経営革新等支援機
関」とし、内閣府及び経済産業省より認定を受けました。
 ･ 平成23年 9月より経済産業省の「中小企業支援ネットワーク強化
事業」への参加をしています。
 ･ 平成24年 8月より広島県の「中小企業支援ネットワーク」への参
加をしています。
 ･ 平成24年 5月より国土交通省の「建設企業のための経営戦略
アドバイザリー事業」への参加をしています。
 ･ 平成24年 12月に地元金融機関と日本政策投資銀行より事業再
生ファンド「せとみらいファンド」へ出資し参加をしています。

 ･ 平成25年 9月より地域プラットホーム（支援ポータルサイト）「ミラサ
ポ」に参加をしています。
 ･ 平成27年 2月より（公財）ひろしま産業振興機構と覚書を締結
し創業支援に係る連携強化を図り多様な創業や新規事業の企業
の創出をサポートしています。
 ･（公財）ひろしま産業振興機構と連携し同機構による技術・経営
力評価制度を活用し事業活動の支援を図ります。
 ･ 平成27年度より日本政策金融公庫と業務提携し特に創業分野を
中心に協調融資など中小事業者のニーズにワンストップで対応が図
れるような体制を構築しています。

外部機関活用の整備

３．中小企業経営支援の態勢整備

 （１）経営改善支援等の取組み実績【28年4月～29年３月】  

うち経営改善支援取組み先数
期初
債務者数

Ａ α

αのうち期
末に債務者
区分がラン
クアップし
た先数
β

αのうち期
末に債務者
区分が変化
しなかった
先数
γ

αのうち再
生計画を策
定した先数

δ

経営改善
支援取組
み率

α/Ａ

ランクア
ップ率

β/α

再生計画
策定率

δ/α

正常先
要
注
意
先

うちその他要注意先
うち要管理先

破綻懸念先
実質破綻先
破綻先　

小計（②～⑥の計）

1,142
474
9
82
69
23
657

1,799

0
25
1
4
0
0
30

30

 
3
0
0
0
0
1

1

0
22
0
3
0
0
25

25

0
25
1
4
0
0
30

30

0.0%
5.3%
11.1%
4.9%
0.0%
0.0%
4.6%

1.7%

12.0％
－
－
－
－

3.3％

3.3％

－
100.0％

－
100.0％

－
－

100.0％

100.0％

①
②
③
④
⑤
⑥

４．中小企業経営支援の取組み状況

１．期初債務者数及び債務者区分は28年 4月当初時点で整理。              
２．債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンの

みの先を含みません。              
３．「α（アルファ）のうち期末に債務者区分がランクアップした先数β（ベータ）」は、当期末の債務者区分が期初より

ランクアップした先です。              
　　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαには含みますがβには含んでおりません。              
４．「αのうち期末に債務者区分が変化しなかった先γ（ガンマ）」は、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先で

す。              
５．「αのうち再生計画を策定した先数δ（デルタ）」は、αのうち中小企業再生支援協議会の再生計画策定先、ＲＣＣ

の支援決定先、当組合独自の再生計画策定先の合計先数です。              
６．期中に新たに取引を開始した取引先は、本表に含みません。              

（注）

合　　計
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地域貢献活動

創業・新事業開拓
  創業支援セミナー・説明会の
開催、産学官連携による新事
業創出への支援　等

・平成28年度での取扱実績はござい
ません。

内　容 取組状況

成長段階   ビジネス・マッチングの取組
み、動産担保融資の推進　等

・平成28年度は「第2回しんくみビジネ
スマッチング」への出展者募集を募
り取引先2社が出展されました。

　（２）経営改善支援等の取組み状況

項　　目

 経営改善・事業再
生・業種転換等

  取引先に対するコンサルティング
・Ｍ＆Ａ仲介・経営指導等の提
供、ＤＥＳ、ＤＤＳの推進　等

・平成28年度は当組合独自での経営
改善支援先30先について経営指導
を行いました。

１．ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化
（1）事業再生 ・広島県中小企業再生支援協議

会等との連携による事業再生
・事業再生手続きは１社継続手
続き中です。

具体的取組策 平成28年度取組み状況

（2）創業・新事業支援 ・広島県制度融資の産業支援資
金等の活用による創業・新事
業支援

・創業・新事業支援融資の実
　績は７件514百万円でした。
・平成29年3月末実績21件539百
万円

　（３）地域密着型金融の取組み状況
項　　目

 （3）経営改善支援 ・営業店サポートにより現行支
援先の洗替の実施
・外部機関(商工会議所・商工
会・経営コンサルタント等）
との連携強化

・経営改善支援先を30先選定し
て1年が経過しましたが、ラ
ンクアップ先は3先でした。
・平成28年度外部機関の活用実
績は1先でした。
・平成29年3月末までの利用実
績累計は9先です。

２．事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底
(1)中小企業に適した
資金供給手法の徹
底

・目利き能力向上のための研修
等への積極的な参加

・中国ブロック信用組合協議
会主催の融資査定診断士育
成研修、目利き（財務・企
業分析基礎）研修、企業支
援ランクアップ研修、企業
再生支援研修等に４回延べ
４名派遣研修を実施、通信
教育による関連講座を４名
受講実施いたしました。

(2)不動産・個人保証
に過度に依存しな
い融資の推進

・広島県信用保証協会の保証付
貸出の積極的な取組

・広島県信用保証協会の取組実
績は405件1,472百万円でした。
・平成29年3月末実績1021件
2,977百万円

３．地域情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献
(1)アンケート調査の実
　施

・利用者満足度アンケート調査
実施による顧客ニーズの把握

・窓口に「意見箱」を設置する
とともに、お客様アンケート
を平成28年11月1日～11月30
日の間実施しました。

(2)多重債務者問題に
　ついての積極的取
　組

・多重債務者問題解決への一定
の役割

・「おまとめローン」の貸出実
績は20件100百万円でした。
・平成29年3月末実績251件1204
百万円
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　返還不要の奨学金制度（給付型）について　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■CSR（企業の社会的責任）活動への取組
　　創業以来、地域と共存・共栄を目指し、中小企業者並びに勤労者の皆様の経済活動の促
進、また経済的地位の向上を図るという、まさしくCSR（企業 (組合 )の社会的責任 )の
考え方と共通する経営姿勢のもと長年歩んで参りました。
　　当組合はこの精神を基本に地域の皆様、組合員の皆様と一体となり地域の一員として本
業による社会貢献活動は勿論のこと、本業以外による社会貢献活動も幅広く積極的に推進
しています。

平成29年度奨学金制度概略

・給付額　　一月８,０００円　１年間給付
・受給資格　当組合エリア内居住の母子家庭・父子家庭の高校生の方で、エリア内の
　　　　　高等学校に在学の方
・収入要件　父母または家計を支えておられる方の収入が、給与所得の方は２７０万
　　　　　円以下、給与所得以外の方は１３５万円以下
・募集人員　20名（平成29年度の募集は終了しました。）

　◆備後信用組合返還不要の給付型奨学金の創設について
　　　備後信用組合返還不要の給付型奨学金は、母子家庭・父子家庭の高校生を対象に、修
学上必要な学資金等の一部を給付する返還不要の給付型奨学金制度で、社会に有用な人
材を育成することを目的として平成23年 4月創立40周年を期に記念事業の一環として
創設しました。以来、毎年20名、6年間で合計120名の方に給付し大変喜んでいただい
ており、平成29年度も奨学生を募集し、現在20名の方に給付致しております。

　◆全国に広がる奨学金活動の輪
　　～全国信用組合中央協会「しんくみ　はばたき奨学金」創設へ～
　　　こうした奨学金活動は広がり、当組合の奨学金制度をモデルに全国信用組合厚生年金
基金や、いくつもの信用組合で取扱を開始するとともに、全国信用組合中央協会におい
ても「しんくみ　はばたき奨学金」をスタートし、全国の信用組合に取組みを呼び掛け
ております。

　　　このように多くの信用組合や団体がこの社会貢献活動に賛同され取り組まれたことは、
　最近の奨学金制度で最初に取組みを始めた当組合にとってこの上ない喜びであります。
　　　さらに、信用組合業界の機関紙「しんくみ」の4月号には、当組合の返還不要の給付
　型奨学金と「しんくみ　はばたき奨学金」が紹介され、『「しんくみはばたき奨学金」の
　創設に当たり、モデルとなった備後信用組合に心より敬意を表す』と記載されました。

平成28年度の奨学生の方から

・「何かに挑戦してみたり、進んでやってみたりすることができたのも備後信用組合
の皆様からいただいた給付金のおかげです。また他の生徒と同様にゆとりを持つこ
とができ、部活動などに活用することができたと思います。」
・「一年間、返還不要の給付型の奨学金を受け取らせていただきありがとうございま
した。私はこの高校2年の来年に受験をひかえた大事な時期にお金の心配をするこ
となく、勉強に集中することができました。」
・「母子家庭で、経済的に不安な面が多々ありますが、一年間の奨学金により修学旅
行の資金や学費に充てることができ、精神的にも大変助けていただきました。」
といったお手紙を戴き、少しでもお役に立てることができ本当に良かったと思ってお
ります。
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地域貢献活動

　しんくみピーターパンカードによる寄付金贈呈

　　「しんくみピーターパンカード」は信用組合業界とオリエン
トコーポレーションが提携して取扱う、子供たちの健全育成や難
病の子供たちに幸せを届けることを目的とした信用組合業界独自
の社会貢献機能（カード利用代金0.5%を寄付）を有するクレジッ
トカードです。

　　広島県信用組合協会は平成 29年
3月 1日、社会福祉法人「一れつ会」
に445,761円を寄贈しました。

　地域のサークル活動支援と地域社会のイベントへの参加　　　　　　　　　　　　

　当組合では、各種スポーツ大会への協賛、地域行事への積極的な参加などを通じ、地域の
皆様のお役に立ちたいと考えております。

○平成28年度参加・協賛地域行事

実施日 内　　　　　　　　　　　　容 支　店　名
7／3
7／31
7／31・8／7
8／9
8／15
8／20
10／10
10／29・30
11／13
2／19
3／26

備後信用組合杯　ソフトボール大会後援・参加
秋葉神社祭典　駐車場提供・参加
千鶴幼稚園・御幸地区盆踊り大会へ“うちわ”寄贈
阿伏兎祭花火大会協賛
福山夏まつり2016　花火大会協賛
駅家町夏まつり“サッサカ2016”の踊り参加
備信賞　親善グラウンド・ゴルフ大会後援
有磨学区ふれあい祭り協賛
加茂ふれあい文化祭協賛
内海町走ろう会駅伝大会後援
ありま芸能フェスティバル協賛

宮 内 支 店
新 市 支 店
横 尾 支 店
千 年 支 店
本 店
駅 家 支 店
神 辺 支 店
芦 田 支 店
加 茂 支 店
内 海 出 張 所
芦 田 支 店

　《備信賞　親善グラウンド・ゴルフ大会》
神辺小学校グラウンドで
開催されました。

《駅家町夏祭り「サッサカ2016」》

　駅家小学校グラウンドで開催され、
　地域の皆様と楽しく踊りました。
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“お客様”と“びんしん”の《輪》   

　　当組合で年金をお受取りのお客様を対象として平成 3年に楽友会を発足し、以来毎年９月に
　1日小旅行を実施しています。また各地区の友の会等で行事が行われ、地域の皆様の親睦を深
　めていただいております。

○平成28年度開催行事

親睦日帰り旅行（当組合で年金をお受取りのお客様）
親睦宿泊旅行・忘年会
親睦日帰り旅行
親睦宿泊旅行・忘年会
忘年会
異業種交流・親睦日帰り旅行・プロ野球観戦・忘年会
親睦日帰り旅行
親睦宿泊旅行
プロ野球観戦
親睦宿泊旅行・忘年会

全 営 業 店
本店・福山南支店・木之庄支店
神 辺 支 店
横 尾 支 店
新 市 支 店
宮 内 支 店
駅 家 支 店
尾 道 支 店
加 茂 支 店
芦 田 支 店

楽 友 会
福 山 備 友 会
びんしん友の会
備 栄 会
備 友 会
備 信 育 栄 会
びんしん駅家会
備信たけのこ会
備 信 友 の 会
芦 友 会

　パノラマ・ビューと鳴門温泉癒しの旅
（当組合で各種年金をお受取りのお客様）

小倉城・松本清張記念館と大刀洗平和
記念館、『由布院温泉』の旅

　“びんしん楽友会”1日小旅行

“福山備友会”親睦旅行

城崎温泉・日本三景『天橋立』の旅
▲“備信たけのこ会”一泊２日旅行　▲“備栄会”35周年記念旅行

台湾3日間の旅

“びんしん友の会”日帰り旅行
「しまなみ海道」と「スペシャル海鮮丼」
賞味の旅
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地域貢献活動/お客様満足度アンケート結果

　　毎年９月３日を｢しんくみの日｣として、９月
１日から９月７日まで『しんくみの日週間店舗
周辺清掃活動』を全営業店で行いました。店舗
周辺の公園・道路・ＪＲの駅・消防屯所等の清
掃を実施しました。

環境美化活動

　　営業店のロビースペースを活用して、地域
の皆様の手作りの作品等を展示しています。

ロビー展の開催

東日本大震災への義援金活動

　　平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災に対する義援金振込の取扱いを平成
　２３年３月１４日から開始し、義援金箱を全店に設置し協力を呼びかけています。
　　平成２９年３月３１日までの義援金の取扱いは７６０,６０１円となっており、日本赤
十字社を介して被災地に贈られます。ご協力ありがとうございました。なお、引き続き
ご支援をお願いいたします。

節電・省エネの推進

　　当組合では地球温暖化防止等の観点から、節電・省エネに取り組んでいます。照明、
空調、ＯＡ機器等に係る節電をはじめ、コピー用紙使用量の削減、エコドライブの実践
に取り組むなど全店で推進しています。

福祉の分野での社会貢献

　　車イスや介護用ベッドの購入費用として缶飲料のプルタブ収集を行っています。

　お客様にご満足いただける商品・サービスを提供し続けるために、お客様からの貴重なご
意見・ご要望等を、新商品や新サービス、新規にお取引いただく際等に反映させていくため
実施いたしました。アンケート調査にご協力いただき、心よりお礼申し上げます。      
        

■お客様満足度アンケート調査実施結果
Ⅰ．調査目的

Ⅱ．調査実施期間

　平成２８年１１月１日～平成２８年１１月３０日

Ⅲ．聴取対象及び人数

　　自組合の顧客２８０人　　（回答者数２７９人、回答率９９．６%）     

人　数 人　数性　　別
男　　性 
女　　性 
回答なし 
回答者数 

［内訳］

100
175
4
279

年　　　齢
40歳未満 

40歳以上60歳未満 
60歳以上 
回答なし 
回答者数 

26
106
145
2
279





地域のお客様・組合員 ご融資を通じた地域貢献

12 13

◆地域貢献活動 
◆地域密着型金融推進 
◆友の会等の活動

・公金　 
　580百万円　0.84% 
・金融機関　 
　     0百万円　0.00%

一般法人 
8,842百万円 
12.81%

個人 
59,554百万円 
86.33%

一般法人 
8,842百万円 
12.81%

個人 
59,554百万円 
86.33%

法人
1,807先 
11.24%

農業・林業 
304百万円 0.74%

漁業
52百万円 0.12%

卸売業、小売業 
4,530百万円 
11.00%

金融業、保険業  
605百万円  1.47%

運輸業、郵便業   
1,534百万円 3.72%

情報通信業 
67百万円 0.16%

建設業 
5,114百万円 
12.42%

不動産業 
4,309百万円 
10.46%

物品賃貸業 
 19百万円 0.04%

学術研究、専門・サービス業  
846百万円 2.05%
宿泊業  635百万円 1.54%

飲食業 923百万円 2.24%
生活関連サービス業、娯楽業 
716百万円 1.73%
教育、学習支援業
190百万円　0.46%

運転資金
21,710百万円 
52.71%

設備資金
5,868百万円  
14.24%

4,994百万円  
12.09%

住宅ローン
7,870百万円  
19.11%

●組合員数

●預金者別残高

●出資金額

●貸出金業種別残高・構成比

●貸出金使途別残高

合計
68,977
百万円

個人　 
14,258人　 
88.75%　

合計  
16,065人

法人  
88百万円 
27.70%

個人 
229百万円　 
72.29%

個人　 
14,258人　 
88.75%　

法人  
88百万円 
27.70%

個人 
229百万円　 
72.29%

合計
317
百万円

その他のサービス  
1,526百万円 3.70%

事業先  
27,574百万円  
66.95%

個人（住宅・消費 
・納税資金等）
 13,607百万円 
 33.04%

事業先  
27,574百万円  
66.95%

個人（住宅・消費 
・納税資金等）
 13,607百万円 
 33.04%

製造業 
5,608百万円 
13.61%

医療・福祉
585百万円 1.42%

合計 
41,181
百万円

合計
41,181
百万円

消費者ローン
5,733百万円  
13.92%

●金融コンサルティングサービスの充実 
●コンプライアンス態勢の充実 
●ガバナンス強化 
●リスク管理態勢の充実 
●人材の育成

BINSHIN

　　地域の多くの皆様から大切なお金をお預りし、
安全・確実な運用のお手伝いをしています。

　　当組合では地域のより多くの方々に組
合員になって頂き、より広くニーズにマッ
チした良質な金融サービスが提供できるよ
う組合員増強に努めています。

地域貢献活動

　　地域の皆様にお預け入れいただいた預金・積金はお客様の資金ニーズに応
じた各種商品をご提供させていただき地域の皆様や地域経済に還元すること
により「ご融資を通じた地域貢献」を積極的に推進しています。

【貸出金】
◆預金積金 ◆出資金
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●金融コンサルティングサービスの充実 
●コンプライアンス態勢の充実 
●ガバナンス強化 
●リスク管理態勢の充実 
●人材の育成

BINSHIN

　　地域の多くの皆様から大切なお金をお預りし、
安全・確実な運用のお手伝いをしています。

　　当組合では地域のより多くの方々に組
合員になって頂き、より広くニーズにマッ
チした良質な金融サービスが提供できるよ
う組合員増強に努めています。

地域貢献活動

　　地域の皆様にお預け入れいただいた預金・積金はお客様の資金ニーズに応
じた各種商品をご提供させていただき地域の皆様や地域経済に還元すること
により「ご融資を通じた地域貢献」を積極的に推進しています。

【貸出金】
◆預金積金 ◆出資金

地域のお客様・組合員 ご融資を通じた地域貢献

12 13

◆地域貢献活動 
◆地域密着型金融推進 
◆友の会等の活動

・公金　 
　580百万円　0.84% 
・金融機関　 
　     0百万円　0.00%

一般法人 
8,842百万円 
12.81%

個人 
59,554百万円 
86.33%

一般法人 
8,842百万円 
12.81%

個人 
59,554百万円 
86.33%
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1,807先 
11.24%

農業・林業 
304百万円 0.74%

漁業
52百万円 0.12%

卸売業、小売業 
4,530百万円 
11.00%

金融業、保険業  
605百万円  1.47%

運輸業、郵便業   
1,534百万円 3.72%

情報通信業 
67百万円 0.16%

建設業 
5,114百万円 
12.42%

不動産業 
4,309百万円 
10.46%

物品賃貸業 
 19百万円 0.04%

学術研究、専門・サービス業  
846百万円 2.05%
宿泊業  635百万円 1.54%

飲食業 923百万円 2.24%
生活関連サービス業、娯楽業 
716百万円 1.73%
教育、学習支援業
190百万円　0.46%

運転資金
21,710百万円 
52.71%

設備資金
5,868百万円  
14.24%

4,994百万円  
12.09%

住宅ローン
7,870百万円  
19.11%

●組合員数

●預金者別残高

●出資金額

●貸出金業種別残高・構成比

●貸出金使途別残高

合計
68,977
百万円

個人　 
14,258人　 
88.75%　

合計  
16,065人

法人  
88百万円 
27.70%

個人 
229百万円　 
72.29%

個人　 
14,258人　 
88.75%　

法人  
88百万円 
27.70%

個人 
229百万円　 
72.29%

合計
317
百万円

その他のサービス  
1,526百万円 3.70%

事業先  
27,574百万円  
66.95%

個人（住宅・消費 
・納税資金等）
 13,607百万円 
 33.04%

事業先  
27,574百万円  
66.95%

個人（住宅・消費 
・納税資金等）
 13,607百万円 
 33.04%

製造業 
5,608百万円 
13.61%

医療・福祉
585百万円 1.42%

合計 
41,181
百万円

合計
41,181
百万円

消費者ローン
5,733百万円  
13.92%

●金融コンサルティングサービスの充実 
●コンプライアンス態勢の充実 
●ガバナンス強化 
●リスク管理態勢の充実 
●人材の育成

BINSHIN

　　地域の多くの皆様から大切なお金をお預りし、
安全・確実な運用のお手伝いをしています。

　　当組合では地域のより多くの方々に組
合員になって頂き、より広くニーズにマッ
チした良質な金融サービスが提供できるよ
う組合員増強に努めています。

地域貢献活動

　　地域の皆様にお預け入れいただいた預金・積金はお客様の資金ニーズに応
じた各種商品をご提供させていただき地域の皆様や地域経済に還元すること
により「ご融資を通じた地域貢献」を積極的に推進しています。

【貸出金】
◆預金積金 ◆出資金
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　　金融の自由化、国際化等の進展により金融機関の抱えるリスクもますます多様化・複雑化して
おり、金融機関経営において変化するリスクに対応し適切なリスク管理を図り健全性を維持・確保
することが求められております。
　　当組合では、こうした変化し高度化する各種リスクに適切に対処するため、リスク管理を経営の
重要課題の一つと位置づけ、「リスク管理方針」を策定し、各種リスクを明確に認識するとともにリ
スク計測の精緻化とリスク管理の高度化を図り、さらに経営陣への報告や必要に応じ常務会等で
方針の見直しを図るなどリスク管理態勢の強化・充実に努めています。

　　各種リスク（信用リスク、市場リスク、流動性リスク、オペレーショナルリスク等）のリスクを定量
的に測定・把握し有効にリスク管理する体制を構築するとともに、検査・監査体制の整備、人材
の確保・育成、管理ルールの明確化等を図ってまいります。
　　また、リスク管理の状況は役員等に定期的に報告するとともに、経営レベルで総合的かつ専門
的な管理を行うために必要に応じ常務会、経営者会議等で各リスクの管理方針等を協議する体制
としており、経営体力、自己資本の水準から許容できるリスク量の適正なコントロールを行い、収益
力の強化を図るという、「健全性の維持」と「収益性の向上」の双方にバランスのとれた経営を
目指します。

　　貸出資産の健全化・良質化を維持し、取引先の健全な資金需要に対して円滑な資金供給を
行えるよう、厳正な審査基準に基づく審査体制の強化、整備を図ります。さらに、内・外部の各
種研修制度への積極的な受講などにより、今後とも審査能力・管理能力の向上を図ってまいります。

　　資産の健全性と収益の向上に積極的に取り組んでおります。特に、金利変動に伴う「金利リ
スク」、株式や債券などの価格変動がもたらす「価格変動リスク」に重点を置き、安定した適正収
益が確保できるよう定期的にリスク量を計測分析し、経営陣に報告、審議を行い的確なリスク管理
の充実に努めています。

　　必要な資金調達が出来ない場合や著しく高い金利での資金調達を余儀なくされること等により
損失を被るリスクについて、当組合では日々の管理から緊急時の対策まで、様々なレベルでの流
動性リスク対策を策定し管理を行っています。
　

　　事務リスクにおいては、監査部による全店年１回以上の臨店監査、営業店における毎月の検査
を義務付けるなど事務処理状況のチェックと指導を行い、事務能力の向上に努め、引き続き事故
発生の未然防止に万全を期してまいります。
　　また、システムリスクにおいては、当組合の勘定系ホストコンピュータは、「メイプルひろしま」に
加盟する共同センター方式を採用しており、「メイプルひろしま」との連絡・協力体制の構築に努め、
システムリスク管理の認識の共有化に努めております。

■リスク管理体制について

統合的リスク管理

信用リスク管理

市場リスク管理

流動性リスク管理

オペレーショナル・リスク管理

リスク管理体制
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　　信用組合の業務は、中小企業等協同組合法をはじめとして各種法律の基に行われております。
特に金融機関は社会的に公共性が高く、多くの法的規制が課せられ、その遵守を厳しく義務づけ
られております。
　　そこで当組合では、地域金融機関としての社会的責任と公共的使命を果たし、社会の「信用」
「信頼」を得ていくためにコンプライアンス体制の確立を経営の重要課題として位置づけ、規程の
整備を図るとともに全役職員にコンプライアンスマニュアルを整備配付し、さらに研修会等を通じて
企業倫理や法令遵守の一層の充実に努めています。

　　当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢
力との関係を遮断するため、以下のとおり基本方針を定め、これを遵守します。

　　当組合は、「金融商品の販売等に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次
の事項を遵守し、勧誘の適正な確保を図ることといたします。
　　１．当組合は、お客様の知識、経験、財産の状況及び当該金融商品の販売に係る契約を締
　　結する目的に照らして、適正な情報の提供と商品説明をいたします。
　　２．金融商品の選択・購入は、お客様ご自身の判断によってお決めいただきます。
　　　　その際、当組合は、お客様に適正な判断をしていただくために、当該金融商品の重要事
　　項について説明を行い、十分理解していただくよう努めます。
　　３．当組合は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客様に対し不確実なことを断定的に申しあげた
　　り、事実でない情報を提供するなど、お客様の誤解を招くような勧誘は行いません。
　　４．当組合は、良識を持った節度ある行動により、お客様の信頼の確保に努め、お客様にとっ
　　て不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘は行いません。
　　５．当組合は、役職員に対する社内研修を充実し、金融商品に関する知識の充実をはかると
　　ともに、適切な勧誘が行われるよう、内部管理体制の強化に努めます。
　　６．金融商品の販売等に係る勧誘について、ご意見やお気づきの点等がございましたら、お近
　　くの窓口までお問い合わせください。

■反社会的勢力に対する基本方針

■金融商品に係る勧誘方針

■コンプライアンス(法令遵守)体制について

コンプライアンス体制/反社会的勢力に対する基本方針/金融商品に係る勧誘方針

１．組織としての対応
　　当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する職員の安全を確保しつつ組
織全体として対応し、迅速な問題解決に努めます。

２．外部専門機関との連携
　　当組合は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進
センター、弁護士などの外部専門機関と緊密な連携関係を構築します。

３．取引の未然防止を含めた一切の関係遮断
　　当組合は、信用組合の社会的責任を強く認識し、その責任を組織全体で果たすため、
反社会的勢力との取引の未然防止を含めた一切の関係を遮断し、反社会的勢力からの不
当な要求には応じません。

４．有事における民事と刑事の法的対応
　　当組合は、反社会的勢力による不当な要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対
抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。

５．資金提供、不適切、異例な取引及び便宜供与の禁止
　　当組合は、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対して事実を隠蔽するための資金
提供、不適切、異例な取引及び便宜供与は行いません。
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　　ご融資の際にもお客様の金融知識・経験に配慮し、重要事項説明書等を呈示し、各種契約
内容やデメリットも含めて十分理解と納得を得られるように説明を行います。また契約書締結後は
写し・お客様控え等を交付することとしております。
　　その他の態勢整備として、規程、説明マニュアル等を制定、各種重要事項説明書、住宅ロー
ン商品説明書、信用組合取引約定書（双方契約 ･ 双方所持方式）、個人情報の収集・保有・
利用・提供等及び登録同意書、借入申込書を制定しております。

　○苦情処理措置
　　　ご契約内容や商品に関する苦情等は、お取引のある営業店、企画部またはお客様相談セン
　ターにお申し出ください。
　　【備後信用組合　お客様相談センター】
　　　電話番号：０８４－９２２－６５５６
　　　受 付 日：月曜日～金曜日　（祝日および組合の休業日は除く）
　　　受付時間：午前９時～午後５時
　　　なお、苦情等対応手続については、当組合ホームページをご覧ください。
　　　（http://www.binshin.co.jp）
　　　保険業務に関する苦情は下記機関でも受け付けております。
　　　一般社団法人日本損害保険協会そんぽＡＤＲセンター
　　　（電話：０５７０－０２２８０８）

　○紛争解決措置
　　　広島弁護士会仲裁センター　　 （電話：０８２－２２５－１６００）
　　　東京弁護士会 紛争解決センター（電話：０３－３５８１－００３１）
　　　第一東京弁護士会 仲裁センター（電話：０３－３５９５－８５８８）
　　　第二東京弁護士会 仲裁センター（電話：０３－３５８１－２２４９）
　　　上記の弁護士会で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客さまは、
上記の当組合お客様相談センター、中国ブロック信用組合協議会またはしんくみ相談所にお申し
出ください。

　　　また、お客さまから各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。なお、前記弁護士
会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客さまもご利用いただけます。仲裁センター等で
は、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便
利な地域で手続を進める方法もあります。

　　　①　移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管します。
　　　②　現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所
　　　　　　　　在地と東京を結ぶテレビ会議システム等により、共同して解決に当たります。

　　　※移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありませんのでご注意ください。具体的
　　 内容は仲裁センター等にご照会ください。

　　【中国ブロック信用組合協議会】
　　　受 付 日：月曜日～金曜日　(祝日および信用組合休業日は除く) 
　　　受付時間：午前９時～午後５時 
　　　電話番号：０８２－２４７－７３６３ 
　　　住　　所：〒730-0044 広島県広島市中区宝町９－１１
　　【一般社団法人全国信用組合中央協会しんくみ相談所】
　　　受 付 日：月曜日～金曜日　（祝日および協会の休業日は除く） 
　　　受付時間：午前９時～午後５時 
　　　電話番号：０３－３５６７－２４５６ 
　　　住　　所：〒104-0031 東京都中央区京橋１－９－１(全国信用組合会館内)

説明態勢/苦情処理措置及び紛争解決措置

■苦情処理措置及び紛争解決措置の内容

■説明態勢について
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曜　　日 受付時間帯 受付窓口 受付電話番号

平　　　日

土曜日・日曜日・祝日　

キャッシュカード紛失
共同受付センター

フリーダイヤル
0120‐071‐488

※カード、通帳、印鑑の紛失・盗難以外のご連絡は、キャッシュカード紛失共同受付
　センターでは受付けいたしかねますので、ご了承願います。

0：00～  8：45

8：45～17：45
17：45～24：00
0：00～24：00

キャッシュカード紛失
共同受付センター

お取引店 お取引店電話番号

フリーダイヤル
0120‐071‐488

■カードの偽造・盗難への対応について

■振り込め詐欺防止策について

カードの偽造・盗難への対応/総代会制度

■総代会制度について　　　

　　キャッシュカード(ローンカードを含みます)の偽造または盗難等による不正出金被害が全国的に発
生しておりますが、この被害は暗証番号に生年月日・電話番号等の類推されやすい番号を登録され
ている場合が多く、このような番号を登録されている場合は当組合のＡＴＭまたは、お取引店にて変
更をお願いいたします。
　　また、キャッシュカードによる被害防止の一助といたしまして、ＡＴＭでの１日当たりのお引き出し限
度額を200万円とさせていただいております。なお、ご希望により１日当たりのお引き出し限度額の
引き下げもお受けいたします。詳しくは窓口にお問い合わせください。
　　キャッシュカード・通帳を紛失された場合、または偽造・盗難に遭われた場合には、下記の受付
窓口にご連絡ください。

　　当組合では、平成２９年６月１日（木）から、多発するご高齢
の方の振り込め詐欺被害を未然に防止し、お客様の大切な
預金を守るため、　７０歳以上で過去１年間にＡＴＭによる振
込サービスを利用されていないお客様について、ＡＴＭ取引
の一部取扱いを制限させていただき、振込サービスの取扱の
み、ご利用できないこととさせていただきました。この取組み
に対し、広島県警察本部から感謝状をいただきました。なお、
窓口での振込はご利用いただけますので、振込される場合
は窓口にお申出ください。ご不便をおかけする場合もあります
が、ご理解とご協力をよろしくお願い申し上げます。

　１．総代会の仕組み（役割）
　　　信用組合は、組合員の相互扶助の精神を基本理念に金融活動を通じて経済的地位の向上
　を図ることを目的とし、組合員一人ひとりの意見を大切にする協同組織金融機関です。
　　　組合員は出資口数に関係なく、一人１票の議決権を持ち、総会を通じて経営に参加すること
　が出来ます。
　　　当組合は、中小企業等協同組合法第55条に基づき、定款の定めるところにより総会に代え
　て「総代会」を設置しています。
　　　総代会は事業報告、貸借対照表・損益計算書の報告や剰余金処分案・事業計画等の承認、
　定款の変更、理事・監事の選任等の重要事項を審議、決議する最高意思決定機関です。し
　たがって、総代会は組合員一人ひとりの意見が当組合の経営に反映されるよう、組合員の中か
　ら適正な手続により選任された総代により運営されます。
　　　総代は、組合員の代表として、総代会を通じて組合員の信用組合に対する意見や要望を信
　用組合経営に反映させる重要な役割を担っています。
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　　●地区総代会の開催等
　　　当組合ではガバナンスの機能強化に向けた一環として、毎年11月に地区総代会を開催して
おります。平成 28年度は11月7日～18日の間、各地区 6会場で開催し、仮決算の状況や
経営状況等をわかり易く説明、一方、意見交換の場では総代の方を通じ、組合員や利用者
側の視点に立った意見や要望をいただき、組合経営に反映させるよう努めております。

　　　また、総代会、地区総代会に限定することなく、日常の営業活動、地域の友の会・サーク
ル活動・地域行事への積極的な参加や支援等を通じて総代や組合員の皆様とのコミュニケー
ションやふれあいを大切にし、組合員の皆様のご意見を経営に反映させるよう努めております。

　２．総代の選出方法、任期、定数
　　　総代は、総代会での意志決定が広く組合員の意志を反映し適切に行われるよう、組合員の
幅広い層の中から、定款および総代選挙規定に基づき、公正な手続を経て選出されます。

　　　当組合の総代の任期は３年となっており、定数は、１７０人以上２３０人以内と定款で定めてお
ります。

　３．総代会の決議事項
　　　◆第４６回通常総代会◆
　　　　平成２９年６月２３日、当組合本店で開催され、全議案が可決・承認されました。

【議案】
　　（１）報告事項　　　　第４５期（平成28年 4月1日から平成29年 3月31日まで）
　　　　　　　　　　　　事業報告、貸借対照表、損益計算書報告の件
　　（２）決議事項　　　　
　　　　　第１号議案　　  第４５期剰余金処分案承認の件
　　　　　第２号議案　　  第４６期事業計画並びに収支予算案承認の件
　　　　　第３号議案　　  組合員法定脱退の件
　　　　　第４号議案　　  定款一部変更の件
　　　　　第５号議案　　  役員選任規約一部変更の件
　　　　　第６号議案　　  任期満了による役員（監事）選任の件

選挙区 定　数地　域　の　名　称

第１区

第２区
第３区

第４区

第５区
合　計

６０

６０
３５

１０

３５
２００

福山市神辺町・横尾町・千田町・御幸町・加茂町・山野町・神石郡神石
高原町（旧神石郡油木町及び神石町並びに豊松村を除く）
府中市（旧甲奴郡上下町を除く）・福山市芦田町・駅家町・新市町
尾道市百島町・浦崎町・福山市熊野町・内海町・沼隈町
尾道市（上記尾道区域及び旧御調郡御調町並びに旧豊田郡瀬戸田
町を除く）・三原市（旧賀茂郡大和町及び旧豊田郡本郷町並びに旧御
調郡久井町を除く）
福山市（上記福山区域を除く）
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（平成２９年６月２３日現在）

（地域順・50音順）

個人
12％

個人事業者
24％

法人役員
64％

40代以下 3％

50代
15.5％

70代
35％

■職業別 ■年齢別

60代
30.5％

80代以上
16％
80代以上
16％

　４．総代の選挙区・定数・総代数・総代氏名
　　　

第１区
 （神辺支店・横尾
   支店・加茂支店
   の所管地域）
 総代定数　60名
 総代数　　60名

第２区
 （新市支店・宮内
   支店・駅家支店・
   芦田支店の所管
   地域）
 総代定数　60名
 総代数　　60名

第３区
 （千年支店・内海
   出張所の所管
   地域）
 総代定数　35名
 総代数　　35名

第５区
 （本店営業部・福
   山南支店・木之
   庄支店の所管
   地域）
 総代定数　35名
 総代数　　35名

第４区
 （尾道支店の所管地域）
 総代定数　10名
 総代数　　10名

青木寿明⑨　井上一郎③　今川和幸①　亀川　董⑧　神原高宏②

小林功二⑥　小林正明⑦　小林義和⑧　榊原義昭◇　佐藤公泰③

佐藤孝治◇　佐藤秀毅◇　菅田舜治①　瀬良志郎⑧　　橋邦宏⑦

田中俊治⑥　田中秀俊⑦　谷本重徳⑤　野島賢二⑤　服部宏之③

花崎利重⑧　藤井一浩⑦　増成吉彦①　松浦正明◇　三宅真一郎◇

村上領壮◇　安原國弘④　安原達郎①　山田修二⑦　百合藤保行⑧

吉岡博信③　渡辺託巳⑥　渡辺忠三◇　石黒詔三⑦　一安博司⑤

大村文良⑥　小原文雄③　川上　　◇　北村正己◇　甲田廣實⑦

佐土井宏③　戸田恒司◇　戸田信一③　戸田智浩②　広瀬恒泰⑦

藤井常之③　藤井博明⑦　藤井勇造◇　藤井行夫⑤　松本眞二③

三好美寛⑥　山根文磨③　渡辺　修◇　青戸正史⑦　有地信司⑦

粟井末次⑥　藤井直久③　松井秀樹⑥　横山　寛①　渡辺秀夫③

荒本成利◇　小川一利⑦　小野申人⑤　小野正弘④　河村　誠②

木村　勇⑧　粟原眞通⑨　佐藤大地①　佐藤英之②　下川陽由③

下川正教④　真谷泰弘⑦　妹尾　信④　高木　稔◇　高橋　勇⑦

名和　浩①　西澤孝夫②　藤岡孝二④　藤岡孝之⑦　光成康浩⑤

宮原光徳②　三好　勇◇　山岡邦彦①　山田博司③　江種正登⑦

胡　幸治②　尾多賀正紳①　鎌倉利博⑦　小林俊夫⑥　小森　守⑥

皿海　守⑦　先納幸信⑦　畠山俊明②　日野　衛①　藤原健真⑤

松葉成生⑤　松本東治③　松本良昭①　山崎邦也⑥　石岡秀隆①

井口茂樹②　今井照明⑧　卜部敏雄⑤　門孝三朗⑦　河村　尚⑦

　田正道⑥　佐野克彦⑤　藤川　勉⑦　藤原哲彦⑦　渕上佳英◇

松葉韶光⑥　松本　忠③　山本正義◇　　元裕二⑨　内田芳嗣④

江草和広⑦　江草寿郎⑦　甲斐隆文①　貝野孝実⑦　甲斐野義人④

池田嘉明⑤　市川善一◇　市川徹人◇　市川英明◇　岡　洋之③

甲斐現功◇　茅本　直◇　神原英治⑦　神原誠之⑨　倉田　要◇

倉田照俊⑥　黒瀬信隆⑨　小林祥二⑤　小林陸弘①　小林良和⑨

佐藤邦雄②　佐藤志行⑤　真田惣行⑤　皿谷　実◇　　野有人◇

田中正之⑤　中尾二郎②　則岡一彦◇　藤井啓之②　三谷憲治①

三谷省吾◇　三谷敏明②　三谷陽一郎②　門田静人◇　山口広喜⑤

井本一馬◇　佐藤荒夫◇　檀上賢悟③　渡壁正勝◇　渡辺本基③

浅井良寛⑧　柏原健二⑧　片岡文彰◇　小笹　弘⑤　佐藤信治③

志茂源次郎④　橋本金三郎④　水戸川茂信◇　山内慎治③　山本　学③

秋田成寿①　池原達夫②　宇田眞一⑦　小川良夫◇　　田和彦⑧

桑田昌治⑨　高亀　晃①　佐藤鉄五郎⑧　下岡輝也◇　西本和典④

藤井昌光④　三島俊二⑦　村上和義③　山本雄將⑦　安保芳朗◇

上谷協三◇　枝廣憲昌⑥　岡田敏彦⑦　坂根睦義◇　佐藤　誠⑨

舘上栄一④　綱川正弘③　藤井　惠◇　松本泰一⑤　山本泰弘①

渡邉　健◇　井上祐二⑦　小川高士⑤　桑田英四⑧　志熊弘義◇

重政健二⑧　大福浩文④　中島貴④　松本章穂⑦　山田耕三◇

選挙区 総代氏名（敬称略）

注）１．氏名の後に就任回数を記載しております。　　　
 　２．就任回数が10回以上の場合は◇で示しております。　　　　　　　　
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■報酬体系について

報酬体系

（単位：百万円）

区　　分
理　　事
監　　事
合　　計

当期中の報酬支払額
78
１０
89

総会等で定められた報酬限度額
１１０
  １５
１２５

（注）１．上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式
　　　 第 4号「附属明細書」 における役員に対する報酬です。
　　   ２．支払人数は、理事１２名、監事３名です。

１．対象役員
　　　当組合では、理事全員及び監事全員（非常勤を含む）の報酬体系を開示しております。対象役員に対
する報酬等は、職務執行の対価として支払う「役員報酬」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価
として退任時に支払う「退任慰労金」で構成されております。

　（１）報酬体系の概要
　　 【役員報酬】
　　　　非常勤を含む全役員の報酬につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの

支払総額の最高限度額を決定しております。
　　　　そのうえで、各理事の報酬額につきましては経営内容、職員給与等とのバランスを考慮して、当

組合の理事会において決定しております。また、各監事の報酬額につきましては、監事会の協議に
より決定しております。

　　 【退任慰労金】
　　　　退任慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、

支払っております。
　（２）役員に対する報酬
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（３）その他
　　　　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第６９条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関

する事項であって、信用協同組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融
庁長官が別に定めるものを定める件」（平成２４年３月２９日付金融庁告示第２３号）第３条第１項第３号及び
第５号に該当する事項はありません。

２．対象職員
　　　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員」は、当組合の職員で対象役員が受ける報酬等
と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　　なお、平成２８年度において、対象職員に該当する者はいませんでした。
（注）１．対象職員には、期中に退職した者も含めております。
　　　２．「同等額」は、平成２８年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
　　　３．当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」及び「退職手当規程」に基づき支払っ
 　　　 ております。
　　　　 なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系のような自社の
　　　  利益を上げることや株価を上げることに動機づけされた報酬となっていないため、職員が過度なリスクテイクを引き起こ
　　　  す報酬体系はありません。 

個人
12％

個人事業主
24％

法人役員
64％

40代以下 3％

50代
15.5％

70代
35％

■職業別 ■年齢別

60代
30.5％

80代以上
16％
80代以上
16％

　５．総代の属性別構成比
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■沿革・あゆみ
昭和23年　9月 　新市信用組合創立
昭和27年  12月　神辺信用組合創立
昭和28年　7月　千年信用組合創立
昭和47年　4月 　神辺信用組合、新市信用組合 千年信用組合   
　　　　　　　　　　が合併し、備後信用組合を設立
昭和47年  11月　千年支店新築移転
昭和48年  10月　本店新築移転
昭和50年　4月　尾道支店開設
昭和50年  10月 　江良支店から駅家支店に名称を変更
昭和53年　6月　新市支店新築移転
昭和54年　3月　県下4組合の共同オンライン（メイプルひろしま）に参加
昭和55年  12月 　神辺支店新築移転
昭和56年　6月 　駅家支店移転
昭和58年　1月　内海出張所移転
昭和58年  10月　木之庄支店開設
昭和60年  10月 　福山南支店移転

昭和61年　4月
平成  3年　2月
平成  5年　2月
平成  6年  11月
平成13年　7月
                         　
平成16年　5月
　　　　　　　

平成17年　5月

平成18年　1月

平成25年　２月 
平成25年　８月

■会計監査人
ＡＣアーネスト監査法人（平成29年6月末現在）

組織/役員一覧/会計監査人/沿革・あゆみ

■組織

人 事 課
営 業 店

経 理 課 総 務 課

理 事 長

常務理事

常勤理事

常勤監事

常 務 会

企 画 部業 務 部業務推進部

監 査 部

融 資 部 管 理 部 総 務 部

本店営業部
支　　　店

総 代 会

理 事 会

会 　 長 監 事 会

■役員一覧

会　長　　　　　
理事長　　　　　　
常務理事　　　　
（企画部長兼管理部長）

常務理事　　　　　
（新市支店長）　　　
理事（総務部長）
理事（非常勤）　　　
理事（非常勤）

高橋　俊策
石丸　恵司
平田　雅士

横山　啓之

藤原　秀俊
柏原　健二（※）
神原　浩士（※）

理事（非常勤）
理事（非常勤）　
理事（非常勤）　
理事（非常勤）　
理事（非常勤）　
監事　　　　　
監事（非常勤）　
員外監事（非常勤）

河本　隆雄（※）
小林　　昭（※）
佐藤　　優（※）
三好　　勇（※）
村上　俊二（※）
神原　　均
梶井　　勇
田中　　如

（平成２９年６月２３日現在）
◇当組合は、職員出身者以外の理事（※印）の経営参画により、ガバナンスの向上や組合員の意見の多面的
な反映に努めています。

　　なお、監事のうち田中如は、協同組合による金融事業に関する法律第５条の３に規定する員外監事です。

加茂支店開設
銀行等と提携し現金自動引出しのサービス（ＭＩＣＳ）開始
芦田支店開設
宮内支店新築移転
ゆうちょ銀行と提携、現金自動預入
・引出しサービス開始
セブン銀行と提携しセブン銀行　　　　　　　　  
ATMによる現金自動預入・引出し　　　　　　　  
サービス開始
銀行等と提携し現金自動設備の      
 相互利用による振込サービス開始
第二地方銀行、信用金庫等と提携し　　　　　　　 
現金自動引出しのサービス開始
でんさいネットと提携し資金決済サービス開始
ビューカードと提携しビューアルッテＡＴＭによる現　　　　　　　　　　
金自動引出しのサービス開始
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■事業の内容
平成29年5月31日現在●預　 金

種　　類 し　く　み　と　特　色お預け入れ期間
総
合
口
座

普通預金
定期預金
定期積金

いつでも出し入れ自由
1か月以上5年以内
1年以上5年以内

一般財形 3 年 以上
財形住宅預金5年以上
財形年金預金5年以上

1口10,000円・  
20,000円    

（1口につき１被共済者）
10,000円以上
50,000円以下
（単位1,000円）

 (無利息型普通預金)

ご 入 金 は 自 由
お引 出しは 原 則
として納税時のみ

1か月以上5年以内
複利型 3・4・5 年
（ 半 年 複 利 ）

お預け入れ金額

有利に増やしながら便利に使える口座です。なお、
自動ご融資は定期預金・定期積金残高の90％（最
高300万円）までご利用いただけます。

いつでも出し入れ自由で、暮らしのお財布代わり
にお使いいただけます。給与振込や公共料金の
お支払い等わずらわしさを一手に引き受けます。
お利息はつきません。
「無利息、要求払い、決済サービスを提供できる
こと」という３要件を満たす決済用預金です。
お預け入れ残高に応じて金利が変動、普通預金
に比べて高い利回りとなっており、ご資金を有効
に運用できます。
商取引代金のお支払いに便利で安全な小切手・
手形のためのご預金です。
まとまったご資金の短期運用に大変便利です。
お引き出しは2日前までにお申し出ください。
納税のためのご預金です。税金が楽に納められ
お利息も普通預金より高く、そのうえ非課税です
からお得です。
計画的な資金づくりに最適。目標に向かって自
由に積み立てできるご預金です。
目標の実現や、いざというときのために毎月一定
の日に一定額を積み立てていく積金です。安全
確実に財産の基礎をつくることができます。
財産の基礎づくりと、いざというとき最高2,000万
円の保障が受けられる生命共済がセットされた定
期積金です。
新規契約時に１８歳以下のお子様がいらっしゃる
家族の方への定期積金です。店頭表示金利に
０．０５％上乗せした定期積金です。
お勤め先の財形制度を通じ、給与やボーナスから
の天引きで、自動的にまとまった財産形成ができ
ます。財形住宅預金と財形年金預金については、
合算で元金550万円までは非課税扱いです。
利息が利息を生む1年複利でお得なご預金です。
しかも1年経過後は1か月以上前に期日を指定し
ていただければ自由に払い出しができます。
お預け入れ時の金利が、その時々の金利情勢に
応じて6か月ごとに変動します。
お預け入れ時の利率は満期日まで変わりません。
自由金利プランのメリットをいかした当組合の利
回りで応援します。
安全確実で大きく増やす運用プラン。自由金利
ですので当組合が設定する利回りで応援します。
障害年金・遺族年金等の年金や手当をお受取り
の方にスーパー定期1年ものの店頭表示金利へ
0.1％上乗せし高い利回りで応援します。（注）お
取扱い期間の定めがあります。
利息が利息を生む半年複利でお得なご預金です。
しかも6か月経過後は一部払い出しができます。

びんしんで年金をお受け取りの皆様にスーパー定
期1年ものの店頭表示金利へ0.3％上乗せした定
期預金です。（注）お取扱い期間の定めがあります。

6か月以上5年以内
複利型（半年複利）

スーパーたのしみ
定 期 預 金

スーパーふくり
定 期 預 金

ほ の ぼ の
35　 定　 期

大 口 定 期 預 金

変 動 金 利
定 期 預 金

スーパー定期・
スーパー定期300

期 日 指 定
定 期 預 金

財 形 預 金

子 育 て 応 援
定 期 積 金   

あ んし ん 積 金

スー パ ー 積 金

積 立 定 期 預 金

納 税 準 備 預 金

通 知 預 金

当 座 預 金

貯 蓄 預 金

普 通 預 金

決 済 用
普 通 預 金

1 , 0 0 0円以上
3 5 0 万 円まで

1 , 0 0 0円以上
1,000万円未満

新規契約時に１８歳以下のお子様を扶養する保
護者（親権者）の方への定期預金です。店頭表
示金利に０．１０％上乗せした定期預金です。

1年子 育 て 応 援
定 期 預 金

1 0 万 円 以 上
2 0 0 万 円まで

1 , 0 0 0円以上
5 0 0 万 円まで

1 , 0 0 0円以上
3 0 0万円未満

事業の内容

1 円 以 上

1 円 以 上

1 円 以 上

1 円 以 上

1 円 以 上

5 , 0 0 0円以上

1 円 以 上

1 , 0 0 0円以上

1 , 0 0 0円以上

1 , 0 0 0円以上

1 , 0 0 0円以上

1,000万円以上

1 , 0 0 0円以上

1 , 0 0 0円以上
3 0 0万円未満
3 0 0万円以上

いつでも出し入れ自由

いつでも出し入れ自由

いつでも出し入れ自由

いつでも出し入れ自由

7日以上

6か月以上5年以内

6か月以上5年以内

5年

1年・2年・3年

1年以上3年以内
（1年据置き）

1年以上3年以内

1か月以上5年以内

1年

1年
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●個人ローン 平成29年5月31日現在

種　　　別 資金のお使いみち 担保・連帯保証人ご融資金額 ご融資期間

住 宅 ロ ー ン

リフォームローン・
ワ イ ド

び んし ん 新 型
マイカーローン

カーライフローン

ゆ と り の
マイカーローン

フリーローンチョイス

フ リ ー ロ ー ン
フリーローンミドル

ダイナマイトローン

ファミリーローン

奨 学 ロ ー ン

カ ー ド ロ ー ン

代 理 貸 付

マイカーローン

エ コ ロ ー ン
（ エ コ カ ー ）

エ コ ロ ー ン
（エコリフォーム）

スピードローン
お ま か せ

コレクトローン

職域提携フリーローン

職域提携目的ローン

ス－パ－ライフロ－ンⅠ

ス－パ－ライフロ－ンⅡ

ス ペ シ ャ ル
サ ポ ー ト ロ － ン

土地購入・住宅購入・新築・
増改築修繕資金・住宅ロ
ーンの借換資金
増改築・修繕資金、電化・
エコ給湯・バリアフリー対
応資金
車輌・オートバイ購入資金、カー用品
購入資金、車検・修理費用、運転免
許取得費用、 車庫建設資金、他社オ
ートローン借換費用

車輌購入及び修理、車検
費用等の資金

車輌・オートバイ購入資金、カー用品購入
資金、車検・運転免許取得費用、 車庫建
設資金、マリーンスポーツに関する費用、他
社オートローン借換費用
ご自由　　　　　　
（事業資金・旧債返済資
金を除く）
ご自由　　　　　　　
（事業資金・投機等の資
金を除く）
ご自由　　　　　　　
（事業資金・旧債返済資
金を除く）
ご自由　　　　　　　
（事業資金・投機等の資
金を除く）

入学金、その他在学中に
かかる費用

ご自由　　　　　　
（事業資金・投機等の資
金を除く）

教育資金　　　　　
（㈱日本政策金融公庫）

車輌・オートバイ購入資金、カー
用品購入資金、車検・修理費用、
運転免許取得費用
環境対応車普及促進税
制対象の自動車購入資
金
環境にやさしい居宅の増改築資
金、住宅設備機器及び電気製
品の購入資金等
ご自由　　　　　　　
（事業資金・借換含む）

ご自由　　　　　　　
（事業資金・借換含む）

ご自由　　　　　　　
（事業資金は除く）

資金使途が明確なもの自動車・
教育・リフォーム関連（借換含む、
事業資金は除く）
［住宅ロ－ン融資先］ 
住宅関連資金以外の資金奨学資金等の子育て支
援資金・借換やその他資金（事業資金は除く）

［住宅ロ－ン融資先］住宅関連資金
（住宅ロ－ンの範疇に該当する資金増改築・
等リフォ－ム資金・事業資金は除く)
ご自由　　　　　　　
（事業資金は除く）

6,000万円以内

100万円以上
1,000万円以下

30万円以上
500万円以内

10万円以上
500万円以内

10万円以上
1000万円以内

10万円以上
　1000万円以内　
10万円以上
300万円以内

フリーローン・ミドルは10万円以上200万円以内

10万円以上
200万円以内

30万円以上
200万円以内

10万円以上
500万円以内

50万円・30万円の各種の
限度まで何回でもご自由
にご利用になれます

300万円以内

10万円以上
500万円以内

10万円以上
1000万円以内

10万円以上
1000万円以内
10万円以上
500万円以内
10万円以上
500万円以内
10万円以上
500万円以内
10万円以上
500万円以内

300万円以内
（1万円単位）

300万円以内
（1万円単位）

10万円以上
100万円以内

最長35年

15年以内

7年以内

8年以内

10年以内

10年以内　

7年以内

7年以内

5年以内

10年以内(但し６年制の場合１２
年以内）（種類によって、元金返
済の据置ができますが、ご返済
期間に含まれます）
3年
原則として自動的に
更新
原則15年以内  （在学期間内で
元金返済の据置ができますが、
ご返済期間に含まれます）

7年以内

10年以内

15年以内

10年以内（融資金額300万円
以下は7年以内）

10年以内

7年以内（融資金額301万円
以上は10年以内）

10年以内

最長１０年以内

最長１０年以内

１０年以内

担保は原則土地建物　     
連帯保証人は原則２名以上　
保証会社の保証付
連帯保証人は原則として不要、保証会社の
保証付（保証会社が必要と認めた場合は、
連帯保証人が必要です）
連帯保証人は原則として不要、保
証会社の保証付（新卒者及び保証
会社が必要と認めた場合は、連帯
保証人が必要です）
連帯保証人は原則として不要、保証会社の
保証付（保証会社が必要と認めた場合は、
連帯保証人が必要です）
連帯保証人は原則として不要、保
証会社の保証付（保証会社が必要
と認めた場合は、連帯保証人が必
要です）
連帯保証人は原則として不要、保証会社の
保証付（保証会社が必要と認めた場合は、
連帯保証人が必要です）
連帯保証人は原則として不要、保証会社の
保証付（保証会社が必要と認めた場合は、
連帯保証人が必要です）
連帯保証人は原則として不要、保証会社の
保証付（保証会社が必要と認めた場合は、
連帯保証人が必要です）

連帯保証人は原則として不要、保
証会社の保証付

連帯保証人は原則として不要、保
証会社の保証付　　　　               
（保証会社が必要と認めた場合は、
連帯保証人が必要です）

連帯保証人は不要
保証会社の保証付　　　　　

原則として保証基金の保証付

200万円以下原則不要　　　
200万円以上原則1名以上（但し、保証会社が
認めた場合はこの限りではない）
連帯保証人は原則として不要、保証会社の
保証付（保証会社が必要と認めた場合は、
連帯保証人が必要です）
連帯保証人は原則として不要、保証会社の
保証付（保証会社が必要と認めた場合は、
連帯保証人が必要です）

連帯保証人は不要
保障会社の保証付

連帯保証人は不要
保障会社の保証付
連帯保証人は原則として不要、保証会社の
保証付（保証会社が必要と認めた場合は、
連帯保証人が必要です）
連帯保証人は原則として不要、保証会社の
保証付（保証会社が必要と認めた場合は、
連帯保証人が必要です）

連帯保証人原則2名
物的担保は不要

連帯保証人原則2名
物的担保は不要

連帯保証人は不要
保障会社の保証付
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●事業者向け資金

●各種サービス・その他業務

平成29年5月31日現在

種　　　類 資　　金　　の　　お　　使　　い　　み　　ち

平成29年5月31日現在

一 般 の ご 融 資

事 業 者
カ ー ド ロ ー ン

スモールビジネス

地方公共団体制度融資

代 理 貸 付 業 務

キャッシュサービス

他行カード振込サービス

デビットカードサービス

キャッシングサービス

給 与 振 込 サービス

年金自動受取サービス

配当金の自動受取サービス

貸 金 庫

夜 間 金 庫

自動支払いサービス

為 替 サ ー ビ ス

外貨両替・海外送金

キャッシュカード1枚で、当組合の本支店をはじめ、全国のＭＩＣＳ加盟金融機関でお
引き出しができ、郵便局、セブン銀行や入金ネット加盟金融機関では預け入れ、お引き
出しができます。

ATMにおいて、全国の他行カード振込業務提携金融機関のキャッシュカードによりお
振込ができます。

全国のデビットカード加盟店で、当組合発行のキャッシュカードにより、商品購入代金
の精算ができます。

当組合のATMにて、ＪＣＢ ・ 三菱ＵＦＪニコス ・ ＵＣ ・ＶＩＳＡ・ オリエント ・ ジャックス ・ ライ
フ ・ アプラス ・ 楽天ＫＣ ・ 山陰信販・イオンのキャッシングサービスがご利用できます。

毎月の給料やボーナスが、お客様のご指定の口座に自動的に振り込まれます。

大切な年金が一度の手続きで自動的にご指定の口座に振り込まれます。お受取りが
確実でとても便利です。
配当金が会社から直接ご指定の口座に入金されます。

重要書類、貴重品等を安全・確実にお守りします。秘密保持も万全です。

お店の売上金の盗難防止・紛失防止に役立ち安心です。

公共料金・税金・クレジット代金等を、毎月自動的にご指定の口座からお支払いいたします。

全国どこへでも、スピーディにお振込み・送金や手形・小切手のお取立てをいたします。

海外旅行に備え、円とドルの交換ができます。また、全国信用協同組合連合会を通じ
て海外送金もできます。

で んさい サ ービス    
全国銀行協会が設立した「でんさいネット（株式会社全銀電子債権ネットワーク）」に
おいて、「でんさい（電子記録債権）」による決済・譲渡・割引などの各種取引を取り
扱っております。

事業の内容

○手形割引…商業手形の割引
○手形貸付…運転資金など比較的短期のご融資
○証書貸付…設備資金など長期のご融資
○当座貸越…一定の貸越限度までご自由にご利用になれます
カード又は通帳を用いて必要な時に簡単に事業資金（運転・設備資金）をご融資いたします。
（毎月のご返済に加え、任意のご返済ができます。）
ご融資金額５０万円以上３００万円以内、ご融資期間５年以内の事業資金（運転・設備資
金）。連帯保証人は原則として不要、保証会社の保証付（保証会社が必要と認めた場
合は、連帯保証人が必要です）   

事 業 者 ロ ー ン
ホ ー プ

ご融資金額10万円以上500万円以内、ご融資期間10年以内の法人、個人事業主様の
事業資金（運転・設備資金）。連帯保証人は個人事業主様は不要、法人の場合は法人
代表者の連帯保証が必要で、保証会社の保証が得られる方。
中小企業者等の皆様向けの地方公共団体の各種（預託）融資制度を取り扱いしております。
各種代理業務については、すべて当該機関との契約に基づき取扱窓口となっております。
㈱日本政策金融公庫・㈱商工組合中央金庫・全国信用協同組合連合会など。

地域活性化ロ－ン 融資金額50万円以上3000万円以下（10万円単位）、ご融資期間６ケ月以上１５年以内の
事業資金（運転・設備資金）。連帯保証人は原則2名以上

か け は し

リ バ イ ブ 地 方
創 生 支 援 資 金

ご融資金額５００万円以内(前年売上の50%以内)、ご融資期間７年以内の事業資金（運転・
設備資金）。連帯保証人は原則2名。担保は原則不要
ご融資金額５００万円以内、手形貸付、ご融資期間1年（但し利払いだけで3年間の継続可）
連帯保証人は原則2名。担保は原則不要。
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平成29年5月31日現在
●手数料一覧表（消費税を含んでいます。）

手　　　数　　　料　　　種　　　類

３万円以上

電信扱 １万円以上
３万円未満
１万円未満
３万円以上

文書扱 １万円以上
３万円未満
１万円未満

ＡＴＭ扱 ３万円以上
３万円未満

広島手形交換所内
広島手形交換所外（至急）
広島手形交換所外（普通）
至　急　扱
普　通　扱
送金・振込の組戻料（１件につき）　　　　　
取立手形組戻料（１件につき）　　　　　　
不渡手形返却料（１件につき）　　　　　　　　
その他特殊手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　
手形帳１冊（５０枚）  　　　　　　　　　　　　　　　　
小切手帳１冊（５０枚）　　　　　　　　　　　　　　　　　
（マル専）約束手形１枚　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（マル専）口座開設手数料（１口座）　　　　　　　　　　
自己宛小切手１枚　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　１，０８０円
　１，０８０円
　　１，０８０円

　　　　　　　 実　費
　　　１，０８０円
　　　８６４円

　　　　　　５４０円
　　　　　　３，２４０円
　　　　　　　３２４円

  ４３２円
１，０８０円
　 １，０８０円

残高・支払利息・その他の証明書の発行手数料（１回）
通帳・証書・カードの再発行手数料（１冊・１通・１枚）　　
照会事務手数料（１件）　　　　　　

払込総額５千万円未満 　払込総額の０．３２４％
払込総額５千万円以上 払込総額の０．２１６％
出資事務取扱委託書（１枚） ５４０円
（大） １０,８００円
（中） ８,６４０円
（小） ６,４８０円

３,２４０円

※合計枚数は、申込み枚数、また
　は受取り枚数のいずれか多い
　方となります。

紙幣・硬貨
合計枚数
手数料
硬　　貨
合計枚数
手数料

１～
１００枚

無　料
１～
１,０００枚

無　料

１０１～
３００枚

１０８円
１,００1～
2,０００枚

５４０円

３０１～
５００枚

２１６円
２,００１～
３,０００枚

７５６円

５０１～
１，０００枚
３２４円
３,００１～
４,０００枚
９７２円

１,００１枚
以上
５００枚ごとに
３２４円加算
４,００１枚
以上
１,０００枚ごとに
２１６円加算

融資残高２０万円未満　　　　　　　　　　　　　　　
融資残高２０万円以上１,０００万円未満　　　　  　　
融資残高１,０００万円以上５,０００万円未満　　   
融資残高５,０００万円以上１億円未満　　　　　  　
融資残高１億円以上　　　　　　　　　　　　　　　

無　料
５,４００円
 １０,８００円
２１,６００円
 ４３,２００円
　３２,４００円
 １０,８００円
１０,８００円
　１０,８００円
１０,８００円

　　　１０,８００円

担保事務
取　　扱
手 数 料

新規調査・設定

火災保険
管理手数料

質権設定時・契約更改時
火災保険料払込確認時

１億円超
６４,８００円事業性 ５千万円以上１億円以下

５４,０００円
５千万円未満
４３,２００円

非事業性　
事業性
非事業性

２１,６００円
２１,６００円
１０,８００円

再調査・極度額、
追加設定

　　
 （５４,０００円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ７５６円
月払・・・３か月ごとに　　　　　　　　　　　　　　　　 ２１６円
半年払、年払・・・払込月ごとに　　　　　　　　 　　　　２１６円

公的証明書および不動産鑑定士等第３者に依頼して要した費用　
（全国保証株式会社に対しての事務取扱手数料）

（注）メイプルひろしま加盟組合のカードにより、メイプルひろしま加盟組合の預金口座へ振込の場合、振込手数料は無料です。

本支店あて
４３２円
（２１６円）
２１6円
１０８円
４３２円
（２１６円）
２１6円
１０８円
無　料
無　料
２１６円
―
―
―
―

自店あて
３２４円
（１０８円）
１０８円

無　料
―

―
―
無　料
無　料
無　料
―
―
―
―

他行あて
８６４円
（６４８円）
６４８円
（５４０円）
４３２円
６４８円
（４３２円）
４３２円
３２４円
(注)４３２円
(注)３２４円
２１６円
８６４円
６４８円
８６４円
６４８円

振 　 込 　 手 　 数 　 料
（１件につき）

※（　　）内の手数料はご依頼　
人が当組合組合員の場合

代 金 取 立 手 数 料
（１通につき）

送 金 手 数 料
（１件につき）

手 形 小 切 手  
交 付 手 数 料

株 式 ・ 出 資 払 込
事 務 取 扱 手 数 料

貸 金 庫 使 用 料
（年　間）

両 替 事 務 手 数 料

硬 貨 入 出 金 手 数 料

融 資 条 件 変 更 手 数 料

そ の 他 の
諸 手 数 料

平　日
９：００～１８：００

〔ATMご利用手数料〕

無　料
無　料
無　料
１０８円
１０８円

当組合のカード
メイプルひろしま加盟組合のカード
クレジットカード
他金融機関のカード
ゆうちょ銀行のカード

（消費税を含んでいます。）

※メイプルひろしま加盟組合（４信用組合）
　　備後信用組合・両備信用組合・広島県信用組合・信用組合広島商銀

夜 間 金 庫 使 用 料（ 月 額 ）

手数料一覧

ご 利 用 カ ー ド

　　   実　費

全
額
繰
上
返
済

住宅ローンの「固定金利特約期間中」の全額繰上返済
一部繰上返済　　　　　　　　　　　　　　　　　
返済額の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　
期間の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
利率の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
固定・変動選択型住宅ローンの新固定金利の再選択　
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貸借対照表の注記事項

■ 貸借対照表 （金額単位：千円）

科　　　　目 平成27年度第44期
平成28年3月31日

685,132
29,479,309

－
－
－
－
－
－
－

4,018,491
1,206,068
1,809,115

－
1,000,083
3,222
－

41,181,873
568,912
8,619,313
31,434,790
558,856

－
409,451
181,400
317

164,651
63,082
677,665
84,578
559,296

－
－

33,790
17,795
15,133

－
－

2,661
311,345

－
2,867

▲ 1,084,214

935,669
28,280,379

－
－
－
－
－
－
－

4,022,138
1,207,505
1,811,304

－
1,000,105
3,222
－

41,448,917
652,884
8,193,274
32,007,153
595,604

－
428,670
181,400
102

171,577
75,590
693,603
95,023
559,296

－
－

39,283
28,153
25,492

－
－

2,661
287,370

－
4,280

▲ 1,046,215

（資産の部）    
現 金    
預 け 金       
買 入 手 形    
コ ー ル ロ ー ン    
買 現 先 勘 定    
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金    
買 入 金 銭 債 権    
金 銭 の 信 託    
商 品 有 価 証 券    
有 価 証 券    
国 債   
地 方 債   
短 期 社 債   
社 債   
株 式   
そ の 他 の 証 券   

貸 出 金    
割 引 手 形   
手 形 貸 付   
証 書 貸 付   
当 座 貸 越   

外 国 為 替    
そ の 他 資 産    
全 信 組 連 出 資 金       
前 払 費 用       
未 収 収 益       
そ の 他 の 資 産    

有 形 固 定 資 産    
建 物   
土 地
リ ー ス 資 産     
建 設 仮 勘 定   
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産   

無 形 固 定 資 産    
ソ フ ト ウ ェ ア   
の れ ん
リ ー ス 資 産     
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産   

繰 延 税 金 資 産    
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産    
債 務 保 証 見 返    
貸 倒 引 当 金    
　 ( う ち 個 別 貸 倒 引 当 金 )   

平成28年度第45期
平成29年3月31日

75,082,967 75,699,717資 産 の 部 合 計

財務諸表

１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位未満を
切り捨てて表示しております。

２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価
証券のうち時価のあるものについては事業年度末の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法に
より算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法又は償
却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により
処理しております。

３．土地の再評価に関する法律（平成１０年法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行っております。
なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債
の部に計上し、これを控除した金額を ｢土地再評価差額金｣として純資産の部に計上しております。
　　再評価を行った年月日　　　　　　　　　　　平成１１年３月３１日
　　当該事業用土地の再評価前の帳簿価額　　　　３７７百万円
　　当該事業用土地の再評価後の帳簿価額　　　　５５９百万円
　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年政令第１１９号）

第２条第３項に定める固定資産税評価額及び第４項に定める地
価税の課税対象価格に基づいて、合理的な調整を行って算出。

（▲ 1,000,431）（▲ 934,096）
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（金額単位：千円）

科　　　　目 平成27年度第44期
平成28年3月31日

68,977,099
291,468

14,755,965
115,102
2,104

46,859,901
6,251,189
701,368

－
300,000
300,000

－
－
－
－
－
－

369,966
72,599
4,939

142,566
48,267
6,227
38,613

－
19,709
37,042
32,076

－
44,998
90,831
10,247
2,326
－
－

50,189
2,867

69,880,601

317,998
317,998

－
－
－
－
－

5,369,855
343,432
5,026,423
4,697,685

328,738
－
－

5,687,853
－
－

131,261
131,261
5,819,115

68,854,732
223,693

15,266,466
119,137
1,100

46,665,170
5,927,881
651,282

－
100,000
100,000

－
－
－
－
－
－

358,452
66,922
5,699

134,423
49,705
4,774
41,559

－
19,303
36,062
25,666

－
48,558
115,372
10,153
3,119
－
－

50,189
4,280

69,570,524

314,900
314,900

－
－
－
－
－

5,066,280
343,432
4,722,848
4,407,685

315,163
－
－

5,381,181
－
－

131,261
131,261
5,512,443

（負債の部）    
預 金 積 金    
当 座 預 金   
普 通 預 金   
貯 蓄 預 金   
通 知 預 金   
定 期 預 金   
定 期 積 金   
そ の 他 の 預 金   

譲 渡 性 預 金    
借 用 金    
当 座 借 越   

売 渡 手 形    
コ ー ル マ ネ ー    
売 現 先 勘 定    
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金    
コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー    
外 国 為 替    
そ の 他 負 債    
未 払 費 用    
給 付 補 　 備 金    
未 払 法 人 税 等    
前 受 収 益    
払 戻 未 済 金    
職 員 預 り 金    
リ ー ス 債 務    
資 産 除 去 債 務    
そ の 他 の 負 債      

賞 与 引 当 金    
役 員 賞 与 引 当 金    
退 職 給 付 引 当 金    
役 員 退 職 慰 労 引 当 金    
偶 発 損 失 引 当 金    
睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金    
特 別 法 上 の 引 当 金    
繰 延 税 金 負 債    
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債    
債 務 保 証    
負 債 の 部 合 計    
（純資産の部）    
出 資 金    
普 通 出 資 金   
優 先 出 資 金   

優 先 出 資 申 込 証 拠 金    
資 本 剰 余 金    
資 本 準 備 金  
そ の 他 資 本 剰 余 金   

利 益 剰 余 金    
利 益 準 備 金   
そ の 他 利 益 剰 余 金   

　 特 別 積 立 金  
　（ 経 営 基 盤 強 化 積 立 金 ）
　 当 期 未 処 分 剰 余 金  

自 己 優 先 出 資    
自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金    
組 合 員 勘 定 合 計    
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金    
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益    
土 地 再 評 価 差 額 金    
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計    
純 資 産 の 部 合 計    

平成28年度第45期
平成29年3月31日

75,082,967 75,699,717負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計    

（350,000） （350,000）
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　　同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の決算期における時価の合計額と当該事業用土地の
再評価後の帳簿価額の合計額との差額　△３０７百万円

４．有形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　建　物　　　７年　～　５０年
　　動　産　　　２年　～　２０年
５．無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、自組合利用のソフトウェアについては、
当組合内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

６．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債
権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）の債権については、下記直接減額
後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上して
おります。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率に基づ
いて引当てております。
　全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店（営業関連部署）が資産査定を実施し、当該部署
から独立した自己査定委員会（資産監査部署）が査定結果を査定しており、その査定結果に基づいて上記
の引当を行っております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証のない債権については、直接減額をしており、その金
額は４７百万円であります。

７．賞与引当金は、職員への賞与の支給に備えるため、賞与の支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を
計上しております。

８．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、必要
額を計上しております。なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総
合型厚生年金基金）を採用しております。当該企業年金制度に関する事項は次のとおりです。
　　⑴制度全体の積立状況に関する事項制度全体の積立状況に関する事項（平成２８年３月３１日現在）
　　　　　　年金資産の額　　　　　　　　　　　　３５０,８９９百万円
　　　　　　年金財政計算上の給付債務の額　　　　３１５,２３７百万円
　　　　　　差引額　　　　　　　　　　　　　　　　３５,６６１百万円
　　⑵制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
　　　　　（自２７年４月１日　至２８年３月３１日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５３８％
９．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見込
額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

10．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、
将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり必要と認める額を計上しております。

11．偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度による負担金の将来における支出に備えるため、将来
の負担金支出見込額を計上しております。

12．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
13．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　　２１９百万円
14．有形固定資産の減価償却累計額　　９８１百万円
15．貸出金のうち、破綻先債権額は３４３百万円、延滞債権額は３,３２４百万円であります。
　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により
元本又は利息の取立て又は弁済の見込みが無いものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を
行った部分を除く。以下｢未収利息不計上貸出金｣という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第
９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている
貸出金であります。

　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図
ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

16．貸出金のうち、３か月以上延滞債権額は該当ありません。
　　なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３か月以上遅延してい
る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

17．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１８０百万円であります。
　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息
の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しないものであります。

18．破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３，８４７百万
円であります。

　　なお、15から18に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
19．手形割引により取得した商業手形の額面金額は、５６８百万円であります。
20．担保に提供している資産は次のとおりであります。
　　　　担保提供している資産　　　　預け金　３,０００百万円
　　　　担保資産に対応する債務　　　借用金　　 　－　百万円
　　上記のほか、公金取扱い及び為替取引のために預け金２,００３百万円を担保提供しております。
21．出資１口当りの純資産額　９,１４９円６１銭

23．金融商品の状況に関する事項
　　金融商品に対する取組方針
　　　　当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
　　　　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、市場リスクの計測・分析によるリスク管
　　理をしております。

　　金融商品の内容及びそのリスク
　　　　当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
　　　　また、有価証券は、主に債券及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的で保有
　　しております。

　　　　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されて
　　おります。

　　　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
　　　　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。
　　金融商品に係るリスク管理体制
　　　①信用リスクの管理

　当組合は、与信基本原則規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別
案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信
管理に関する体制を整備し運営しております。
　これらの与信管理は、各営業店のほか融資部及び管理部により行われ、また、定期的に常勤役員
及び融資部長による会議を開催し、審議・報告を行っております。
　さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。
　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務部において、信用情報や時価の把握を定期的に
行うことで管理しております。

　　　②市場リスクの管理
　　　　ア．金利リスクの管理

　当組合は、市場リスクの計測・分析によるリスク管理によって金利の変動リスクを管理して
おります。
　統合的リスク管理方針・統合的リスク管理規程・市場リスク管理方針・市場リスク管理規程・
市場関連リスク管理細則・余資運用規程・余資運用取扱要領において、リスク管理方法や手続
等
の詳細を明記しており、常務会において決定された市場リスク管理方針に基づき、常務会にお
いて実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っています。
　日常的には企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析
や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースで常務会に報告しております。

イ．価格変動リスクの管理
　有価証券の保有については、市場リスク管理方針に基づき、常務会の監督の下、余資運用規
程に従い行われております。
　総務部では、有価証券の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的な
モニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
　保有している株式の多くは、事業推進目的で保有しているものであり、取引先の市場環境や
財務状況などをモニタリングしています。
　これらの情報は総務部を通じ、定期的に常勤役員に報告するとともに課題等を常勤役員また
は常務会・経営者会議等主要会議並びに必要に応じ理事会に報告されております。

ウ．市場リスクに係る定量的情報
　当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預
け金」、「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」、「借用金」であります。
　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、「保有期間１年、過去５年の観測期
間で計測される99パーセンタイル値」を用いた時価の変動額を市場リスク量とし、金利の変動
リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。
　当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を、それぞれ金利期日に応じ
て適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。
　なお、当事業年度末現在、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定した場合の99
パーセンタイル値を用いた時価は、１２４百万円減少するものと把握しております。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリス
ク変数との相関を考慮しておりません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生
じる可能性があります。

　　　③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当組合は、資金移動情報等に基づき、適時に資金管理を行うほか、調達構成管理、流動性ギャッ
プ管理等、流動性維持のための準備資産の管理などにより、流動性リスクを日常的に管理しており
ます。

　　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された
価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる
前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　なお、金融商品のうち預け金、貸出金、その他資産のうち全信組連出資金及びその他出資金、預金
積金、職員預り金については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示しております。

24．金融商品の時価等に関する事項
　平成２７年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。（（注
２）参照）

　　　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。（注１）金融商品の時価等の算定方法

金融資産
　預け金

　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時
価としております。満期のある預け金については、市場金利（ＬＩＢＯＲ，ＳＷＡＰ等）で割
り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしております。

　有価証券
　当組合は非上場株式を保有しており、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と
認められることから時価開示の対象とはしておりません。
　債券は取引所の価格又は取引証券会社から提示された価格によっております。
　なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については24～27に記載しております。

　貸出金
　貸出金は、以下の①～②の方法により算出し、その算出結果を簡便な方法により算出した時
価に代わる金額として記載しております。
①破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困
　難な債権については、それぞれの帳簿価額の合計額から貸出金に対応する個別貸倒引当金を
　控除した価額
②①以外のものは、貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利（ＬＩＢＯ
　Ｒ，ＳＷＡＰ等）で割り引いた価額から一般貸倒引当金を控除する方法で算出した価額

金融負債
　預金積金

　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしてお
ります。定期性預金の時価は、一定の期間ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の
合計額を市場金利（ＬＩＢＯＲ，ＳＷＡＰ等）で割り引いた価額を時価とみなしております。

　職員預り金
　時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価
　　　情報には含まれておりません。

25．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
　　売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
　　満期保有目的の債券
　　【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】
　　　　　　　　　　貸借対照表　　　　　時　　価　　　　　　差　　額
　　　　　　　　　　計　上　額
　　　国　　債　 １,２０８百万円　　 １,２７８百万円      ６９百万円
　　　地 方 債　 １,８１３　　　　　 １,９０７　　　　　　９４ 
　　　短期社債　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　　　－ 
　　　社　　債　 １,０００　　　　　 １,０５５　　　　　　５５ 
　　　そ の 他　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　　　－ 
　　　合　　計　４，０２２　　　　　 ４,２４１　　　　　２１８ 
　　【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】
　　　該当ありません。
　（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。
　　その他有価証券に区分した有価証券はありません。
26．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
27．当期中に売却したその他有価証券はありません。
28．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のとおりであ
り　ます。

　　　　　　　　１年以内　　　　　　１ 年 超　　　　　　５ 年 超　　　　　　　10 年 超
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５年以内　　　　　　10年以内 
債　　　券　　　　　－百万円　　　　　　－百万円　　 ４,０２２百万円　　　　　　－百万円
　国　　債　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　 １,２０８　　　　　　　　　－
　地 方 債　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　 １,８１３　　　　　　　　　－
　短期社債　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　　　　　－ 
　社　　債　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　 １,０００　　　　　　　　　－
そ　の　他　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　　　　　－
合　　　計　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　 ４,０２２　　　　　　　　　－

29．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行の申し出を受けた場合に、
　契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であ
り　ます。これらの契約に係る融資未実行残高は、８,１０９百万円であります。なお、その全額が原契約期
間　が１年以内のもの又は、任意の時期に無条件で取消可能なものであります。
　　また、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが
必　ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、
　金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒
絶　又は契約極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。また、契約時において必要
に応　じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに
基づき　顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
30．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
　　　繰延税金資産
　　　　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　　　１６６百万円
　　　　減価償却超過額　　　　　　　　　　　　　　　３６
　　　　役員退職慰労引当金　　　　　　　　　　　　　２７
　　　　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　　　１３
　　　　事業税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７
　　　　賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　６
　　　　資産除去債務　　　　　　　　　　　　　　　　　５
　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０
　　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　２７４
　　　繰延税金負債　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　資産除去債務会計による建物計上額　　　　　　　１
　　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　　　　１
　　　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　　　２７２百万円
31．本店建物について、「石綿障害予防規則」により建物撤去時に石綿（アスベスト）を除去する義務について
　資産除去債務を計上しております。資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は、法令等で処理が義
務　付けられた平成17年２月から、耐用年数が到来する平成35年12月までの18年11ヶ月とし、割引率は2.1025
％　を採用しております。
　　当事業年度末における資産除去債務残高は当期首残高18,516千円と時の経過による資産除去債務調整額
　389千円の合計18,905千円であります。

財務諸表

 (1) 預け金（＊１）
 (2) 有価証券
　　　 満期保有目的の債券
 (3) 貸出金（＊１）
　　　 貸倒引当金（＊２）

金融資産計
 (1) 預金積金（＊１）
 (2) 職員預り金（＊１）

金融負債計

貸借対照表計上額 時　価 差　額
２６，９５４

４，０２２
４１，５８３
△１，１００
４０，４８３
７１，４６０
６８，４６３

３９
６８，５０２

２６，８７４

　４，２４１

４１，７７３
７２，８８９
６８，３７３

３９
６８，４１３

△８０

２１８

１，２９０
１，４２９
　△８９

−
　△８９

　（＊１）預け金、貸出金、預金積金、職員預り金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わ
　　　　る金額」を記載しております。
　（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。



22．金融商品の状況に関する事項
　　 金融商品に対する取組方針
　　　　当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
　　　　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、市場リスクの計測・分析によるリスク管
　　理をしております。

　　 金融商品の内容及びそのリスク
　　　　当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
　　　　また、有価証券は、主に債券及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的で保有
　　しております。

　　　　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されて
　　おります。

　　　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
　　　　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。
　　 金融商品に係るリスク管理体制
　　　①信用リスクの管理

　当組合は、与信基本原則規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別
案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信
管理に関する体制を整備し運営しております。
　これらの与信管理は、各営業店のほか融資部及び管理部により行われ、また、定期的に常勤役員
及び融資部長による会議を開催し、審議・報告を行っております。
　さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。
　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務部において、信用情報や時価の把握を定期的に
行うことで管理しております。

　　　②市場リスクの管理
　　　　ア．金利リスクの管理

　当組合は、市場リスクの計測・分析によるリスク管理によって金利の変動リスクを管理して
おります。
　統合的リスク管理方針・統合的リスク管理規程・市場リスク管理方針・市場リスク管理規程・
市場関連リスク管理細則・余資運用規程・余資運用取扱要領において、リスク管理方法や手続
等の詳細を明記しており、常務会において決定された市場リスク管理方針に基づき、常務会に
おいて実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っています。
　日常的には企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析
や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースで常務会に報告しております。

イ．価格変動リスクの管理
　有価証券の保有については、市場リスク管理方針に基づき、常務会の監督の下、余資運用規
程に従い行われております。
　総務部では、有価証券の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的な
モニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
　保有している株式の多くは、事業推進目的で保有しているものであり、取引先の市場環境や
財務状況などをモニタリングしています。
　これらの情報は総務部を通じ、定期的に常勤役員に報告するとともに課題等を常勤役員また
は常務会・経営者会議等主要会議並びに必要に応じ理事会に報告されております。

ウ．市場リスクに係る定量的情報
　当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預
け金」、「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」、「借用金」であります。
　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、「保有期間１年、過去５年の観測期
間で計測される99パーセンタイル値」を用いた時価の変動額を市場リスク量とし、金利の変動
リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。
　当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を、それぞれ金利期日に応じ
て適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。
　なお、当事業年度末現在、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定した場合の99
パーセンタイル値を用いた時価は、１２３百万円減少するものと把握しております。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリス
ク変数との相関を考慮しておりません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生
じる可能性があります。

　　　③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当組合は、資金移動情報等に基づき、適時に資金管理を行うほか、調達構成管理、流動性ギャッ
プ管理等、流動性維持のための準備資産の管理などにより、流動性リスクを日常的に管理しており
ます。

　　　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された
価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる
前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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　(１)
　

　(２)

　

　(３)

　

　
　

 

　(４)



　なお、金融商品のうち預け金、貸出金、その他資産のうち全信組連出資金及びその他出資金、預金
積金、職員預り金については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示しております。

23．金融商品の時価等に関する事項
　平成２９年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。（（注
２）参照）

　　　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時
価としております。満期のある預け金については、市場金利（ＬＩＢＯＲ，ＳＷＡＰ等）で割
り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしております。
有価証券
　当組合は非上場株式を保有しており、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と
認められることから時価開示の対象とはしておりません。
　債券は取引所の価格又は取引証券会社から提示された価格によっております。
　なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については24～27に記載しております。
貸出金
　貸出金は、以下の①～②の方法により算出し、その算出結果を簡便な方法により算出した時
価に代わる金額として記載しております。
①破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困
　難な債権については、それぞれの帳簿価額の合計額から貸出金に対応する個別貸倒引当金を
　控除した価額
②①以外のものは、貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利（ＬＩＢＯ
　Ｒ，ＳＷＡＰ等）で割り引いた価額から一般貸倒引当金を控除する方法で算出した価額

金融負債
預金積金
　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしてお
ります。定期性預金の時価は、一定の期間ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の
合計額を市場金利（ＬＩＢＯＲ，ＳＷＡＰ等）で割り引いた価額を時価とみなしております。
職員預り金
　時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価
　　　情報には含まれておりません。

30

財務諸表

３
１９１
１９４

　　　　　　　区　　　分 
非上場株式    （＊１）
組合出資金等（＊２）
　　　　　　　合　　　計

（単位：百万円）

 (1) 預け金（＊１）
 (2) 有価証券
　　　満期保有目的の債券
 (3) 貸出金（＊１）
　　　貸倒引当金（＊２）

　　　　　　金融資産計　　　　　　
  (1) 預金積金（＊１）
 (2) 借用金（＊１）
 (3) 職員預り金（＊１）
　　　　　　金融負債計

２９，４７９

４，０１５
４１，１８１
△１，０８４
４０，０９７
７３，５９２
６８，９７７
３００
３８

６９，３１５

貸借対照表計上額
２９，４７１

　４，２０４

４１，８１７
７５，４９４
６８，９４０
３００
３８

６９，２７８

時　　　価
△７

１８９

１，７２０
１，９０１
△３７
－
－

差　　　額

（単位：百万円）

(＊１)預け金、貸出金、預金積金、職員預り金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わ
　　　る金額」を記載しております。
(＊２)貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

　（１）

　　　　　
　（２）

　（３）

 
　
　（１）

　　　　　　　　
　（２）

  （＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか
　　　　  ら時価開示の対象とはしておりません。
  （＊２）組合出資金（全信組連出資金等）のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極め
　　　　  て困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。

24．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
　　 売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。

貸借対照表計上額

（１）

（３）



　　 満期保有目的の債券
　　　【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】

　　【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】
　　　該当ありません。
　（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。
　　　その他有価証券に区分した有価証券はありません。
25．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
26．当期中に売却したその他有価証券はありません。
27．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のとおりであ
　ります。

28．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行の申し出を受けた場合に、
契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であ
ります。これらの契約に係る融資未実行残高は、７,４２６百万円であります。なお、その全額が原契約期
間が１年以内のもの又は、任意の時期に無条件で取消可能なものであります。

　　また、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが
必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒
絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。また、契約時において必要
に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに
基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

29．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
　　　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　２０８百万円
　　　　減価償却超過額　　　　　　　　　　　　　　　３４
　　　　役員退職慰労引当金　　　　　　　　　　　　　２５
　　　　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　　　１２
　　　　賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　８
　　　　事業税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８
　　　　資産除去債務　　　　　　　　　　　　　　　　　５
　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８
　　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　３１２
　　　繰延税金負債　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　資産除去債務会計による建物計上額　　　　　　　１
　　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　　　　１
　　　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　　　３１１百万円
30．本店建物について、「石綿障害予防規則」により建物撤去時に石綿（アスベスト）を除去する義務について
資産除去債務を計上しております。資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は、法令等で処理が義
務付けられた平成17年２月から、耐用年数が到来する平成35年12月までの18年11ヶ月とし、割引率は2.1025
％を採用しております。

　　当事業年度末における資産除去債務残高は当期首残高19,303千円と時の経過による資産除去債務調整額
405千円の合計19,709千円であります。

31.（会計方針の変更）
　　（「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用）
　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日。以下
「回収可能性適用指針」という。）を当事業年度から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計処
理の方法の一部を見直しております。

　　回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定める経過的な取扱いに従っ
ており、当事業年度の期首時点において回収可能性適用指針第49項(3)①から③に該当する定めを適用し
た場合の繰延税金資産及び繰延税金負債の額と、前事業年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額と
の差額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金及び評価・換算差額等に加算しております。

　　この結果、当事業年度の期首において、繰延税金資産が２百万円、繰越利益剰余金が２百万円増加し
ております。 31

　　　　　　　　　　１年以内　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　10年超
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　債　　　券　　　　　百万円　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円　　
　　　　国　　債　　　　　　　　
　　　　地 方 債　　　　　　　
　　　　短期社債　　 
　　　　社　　債　　　　 
　　　そ　の　他　　　　　　　　
　　合　　　計　　

５  年  超
10年以内

１  年  超
５年以内

－
－

　　－
－

　　－
－

　　－

－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－

４,０１５
１,２０６
１,８０９

－
１,０００

－
４,０１５

１,２６８
１,８８９

－
１,０４６

－
４,２０４

６２
８０
－
４６
－

１８９

（２）

（３）

　　　　　　　　　　 貸借対照表　　　　　　時　　価　　　　　差　　額
　　　　　　　　　　 計　上　額
　　　国　　債　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円　　　　　百万円
　　　地 方 債　　　　　　　　　　 
　　　短期社債　　　　　　　　　
　　　社　　債　　　　　　　　　 
　　　そ の 他　　　　　　　　　　
　　　合　　計　　

１,２０６
１,８０９

－
１,０００

－
４，０１５
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科　　　　目

■ 損益計算書 （金額単位：千円）
平成28年度第45期

平成28年4月1日～平成29年3月31日
平成27年度第44期

平成27年4月1日～平成28年3月31日

1,758,812

1,679,769

1,556,445
72,767
43,298
7,258
68,720

24,608
44,111
5,466

－
－

5,466
4,856

－
2,155
－

2,700
1,322,465

44,729

42,849
1,631
52
194

262,635

12,839
249,796

60

－
－
－
60

1,760,517

1,676,888

1,534,702
91,451
43,478
7,256
72,944

25,481
47,463
3,886

－
－

3,886
6,798

－
3,991
－

2,807
1,335,385

43,595

41,577
1,711
104
202

238,789

12,688
226,101

11

－
－
－
11

経 常 収 益   

資 金 運 用 収 益  

貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有 価 証 券 利 息 配 当 金
そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益  

受 入 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 業 務 収 益  

国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 償 還 益
そ の 他 の 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益  

貸 倒 引 当 金 戻 入 益
償 却 債 権 取 立 益
株 式 等 売 却 益
そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用   

資 金 調 達 費 用  

預 金 利 息
給 付 補 　 備 金 繰 入 額
借 用 金 利 息
そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用  

支 払 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用  

国 債 等 債 券 売 却 損
国 債 等 債 券 償 還 損
国 債 等 債 券 償 却
そ の 他 の 業 務 費 用

財務諸表
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科　　　　目
（金額単位：千円）

平成28年度第45期
平成28年4月1日～平成29年3月31日

平成27年度第44期
平成27年4月1日～平成28年3月31日

917,781

646,729
256,217
14,834
97,259

78,799
7,170
－
－
－

11,290
436,346

－

－
－
211

81
－
130

436,135

143,961

▲ 21,931

122,029

314,105

14,633

328,738

956,325

658,738
281,909
15,677
96,663

71,066
14,170

－
－
－

11,426
425,132

－

－
－
257

257
－
－

424,874

135,181

▲ 15,312

119,868

305,005

10,158

315,163

経 費  

人 件 費
物 件 費
税 金
そ の 他 経 常 費 用  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 出 金 償 却
株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却
そ の 他 資 産 償 却
そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益   

特 別 利 益   

固 定 資 産 処 分 益   
そ の 他 の 特 別 利 益  

特 別 損 失   

固 定 資 産 処 分 損  
減 損 損 失  
そ の 他 の 特 別 損 失  

税 引 前 当 期 純 利 益   

法 人 税・住 民 税 及 び 事 業 税   

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計   

当 期 純 利 益   

繰 越 金 （ 当 期 首 残 高 ）   

当 期 未 処 分 剰 余 金   

損益計算書の注記事項
1.　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨  
てて表示しております。
2.　出資1口当たりの当期純利益　493円78銭



　私は当組合の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第４５期の事業年度における貸借対照表、
損益計算書及び剰余金処分計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性を確認いた
しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２９年６月２６日　    
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　備　後　信　用　組　合    

理事長 石 丸 恵 司 
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■剰余金処分計算書 （金額単位：円）

科　　　　　目 平成27年度第44期
（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

328,738,782
    

312,718,236
12,718,236

   
300,000,000

    
16,020,546

平成28年度第45期
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

315,163,749
    

302,573,573
12,573,573

290,000,000
    

12,590,176

当 期 未 処 分 剰 余 金

剰 余 金 処 分 額
出 資 配 当 金

特 別 積 立 金

繰 越 金（ 当 期 末 残 高 ）  

■ 法定監査の状況
  貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書につきましては「協同組合による金融事業に関
する法律」第５条の８第３項の規定に基づき、「ＡＣアーネスト監査法人」の監査を受けております。

（年４％の割合） （年４％の割合）

財務諸表

■ 財務諸表の適正性及び内部監査の有効性
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１．残高計数は期末日現在のものであり、総資産額には債務保証見返は含んでおりません。
２．「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。
３．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております（以下の各表における金額についても 
　 同様であります。）。

（単位：千円）

（注）

　資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成２７年度・平成２８年度残高はともにありません。）を、資金
調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高（平成２７年度・平成２８年度残高はともにありません。）及び
利息（平成２７年度・平成２８年度利息はともにありません。）を、それぞれ控除して表示しております。

（注）

科　　　　　目 年　　度 平均残高（百万円） 利　息（千円） 利  回  り（％）

■資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

区　　　分 平成28年度平成２４年度 平成２5年度

■主要な経営指標の推移

経 常 収 益
経 常 利 益
当 期 純 利 益
預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高
有 価 証 券 残 高
総 資 産 額
純 資 産 額
自己資本比率（単体）
出 資 総 額
出 資 総 口 数
出資に対する配当金
職 員 数
パートタイム労働者

1,774,699
419,348
303,890

68,463,037
41,583,778
4,025,794
74,258,595
5,215,934
13.71%
310,917
621,835
12,480
94人
3人

1,758,812
436,346
314,105

68,977,099
41,181,873
4,018,491
75,696,849
5,819,115
15.04%
317,998
635,996
12,718
94人
2人

1,792,996
394,958
273,735

67,952,700
41,378,376
4,532,906
73,277,704
4,654,861
13.01%
312,395
624,791
12,644
101人
3人

平成２６年度
1,814,893
410,699
283,944

68,120,894
41,461,550
4,029,441
73,575,800
4,923,731
13.21%
309,965
619,930
12,548
100人
3人

資 金 運 用 勘 定

資 金 調 達 勘 定

う ち 貸 出 金

う ち 預 け 金

う ち 有 価 証 券

う ち 預 金 積 金

う ち 譲 渡 性 預 金

う ち 借 用 金

平成２７年度    
平 成２８年度    
平 成２７年度    
平 成２８年度    
平 成２７年度    
平 成２８年度    
平 成２７年度    
平 成２８年度    
平 成２７年度    
平 成２８年度    
平 成２７年度    
平 成２８年度    
平 成２７年度    
平 成２８年度    
平 成２７年度    
平 成２８年度    

73,251
73,813
40,993
41,040
28,036
28,558
4,025
4,022
68,248
68,619
68,117
68,404

－
－
90
176

1,676,888
1,679,769
1,534,702
1,556,445
91,451
72,767
43,478
43,298
43,595
44,729
43,288
44,481

－
－
104
52

2.28
2.27
3.74
3.79
0.32
0.25
1.07
1.07
0.06
0.06
0.06
0.06
－
－
0.11
0.02

1,760,517
425,132
305,005

68,854,732
41,448,917
4,022,138
75,078,686
5,512,443
14.25%
314,900
629,801
12,573
98人
3人

平成２7年度

主要経営指標
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種　　　目 金　　額
平 成 ２８ 年 度

構成比

■預金種目別平均残高 （単位：百万円、％）

区　　　分

項　　　目
財 形 貯 蓄 残 高

平 成 ２８ 年 度 末平 成 ２７ 年 度 末
19,82520,216

金　　額
平 成 ２８ 年 度 末

構成比

■預金者別預金残高 （単位：百万円、％）

■財形貯蓄残高

■預金の割合

（単位：千円）

項　　　目 平 成 ２８ 年 度 末平 成 ２７ 年 度 末
46,836
23
―

46,859

46,640
24
―

46,665

■定期預金種類別残高 （単位：百万円）

流 動 性 預 金
定 期 性 預 金
譲 渡 性 預 金
そ の 他 の 預 金

合　　　計

個 人
法 人

一 般 法 人
金 融 機 関
公 　 　 　 　 金
合　　 　計

15,534
52,809

―
60

68,404

22.70
77.20
―
0.08

100.00

金　　額
平 成 ２７ 年 度

構成比
15,307
52,748

―
61

68,117

22.47
77.43
―
0.09

100.00

59,554
9,422
8,842
0

580
68,977

86.33
13.65
12.81
0.00
0.84  

100.00

金　　額
平 成 ２７ 年 度 末

構成比
58,698
10,115
9,104
0

529
68,854

85.94
14.05
13.29
0.00
0.75

100.00

合　計 ６８，９７７百万円

■組合員・出資金の推移

区　　　分
平 成 ２８ 年 度 末

（単位：人、百万円）

（注）１．出資1口の金額は500円となっています。
　　　２．当組合は、優先出資金の取扱いをしておりません。

組合員数 出資金
個 　 人
法 　 人
合　　　計

14,258
1,807
16,065

229
88
317

平 成 ２７ 年 度 末
組合員数 出資金
14,169
1,774
15,943

226
88
314

当座預金
（0.42％） 貯蓄預金（0.16％）

通知預金（0.00％） 
その他の預金（1.01％）

普通預金
（21.39％） 定期預金

（67.93％）

定期積金
（9.06％）

その他
1.18％

固 定 金 利 定 期 預 金
変 動 金 利 定 期 預 金
そ の 他 の 定 期 預 金

合　　　計

預金業務



融資業務
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■貸出金の割合

科　　　　目 金　　額
平 成 ２８ 年 度

構成比

■貸出金種類別平均残高 （単位：百万円、％）

■貸出金業種別残高・構成比 （単位：百万円、％）
平 成 ２７ 年 度 末 平 成 ２８ 年 度 末

割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

合　　　　計

609
8,150
31,763
517

41,040

1.48
19.86
77.39
1.26

100.00

金　　額
平 成 ２７ 年 度

構成比
671
7,413
32,297
609

40,993

1.63
18.08
78.78
1.48

100.00

科　　　　目 平 成 ２８ 年 度 末

■貸出金金利区分別残高 （単位：百万円）

変 動 金 利
固 定 金 利
　 合 　 計 　

23,622
17,559
41,181

平 成 ２７ 年 度 末
24,676
16,772
41,448

14.21
0.90
0.16
―

12.83
―
0.18
2.57
10.18
1.46
11.26
0.04
1.84
1.46
2.05
1.68
0.62
1.41
3.42
―

66.36
0.01
33.62
100.00

合　計 ４１，１８１百万円

当座貸越（1.48％）割引手形（1.63％）

手形貸付
（18.08％）

証書貸付
（78.78％）

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じてお客様単位で分類しております。

業　 種
製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
小 　 　 　 　 計
国・地 方 公 共 団 体 等
個人（住宅・消費・納税資金等）
合 　 　 　 　 計

金　　額 構成比
5,891
376
69
―

5,321
―
74

1,069
4,223
605
4,668
19
764
606
853
698
260
586
1,417
―

27,506
6

13,935
41,448

13.61
0.74
0.12
 ―

12.42
―
0.16
3.72
11.00
1.47
10.46
0.04
2.05
1.54
2.24
1.73
0.46
1.42
3.70
 ―

66.95
―

33.04
100.00

金　　額 構成比
5,608
304
52
―

5,114
  ―
67

1,534
4,530
605
4,309
19
846
635
923
716
190
585
1,526
―

27,574
  ―

13,607
41,181
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区　　　　　　　分 平 成２８年 度 末
（単位：百万円）

区　　　　分

（単位：百万円、％）

金　　額
平 成 ２８ 年 度 末

構成比

区　　　　分
金　　額
平 成 ２８ 年 度 末

構成比

区　　　　分 債務保証
見返額 構成比

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

運 転 資 金
設 備 資 金

合　　　　計

消 費 者 ロ ー ン
住 宅 ロ ー ン

合　　　　計

当組合預金積金
有 価 証 券
動 産
不 動 産
そ の 他
小　　　計

信用保証協会・信用保険
保 証
信 用
合　　　計

27,443
13,738
41,181

2
―
―
249
16
3

270

平成２７年度 末
4
―
―
347
17
6

374

66.64
33.36
100.00

金　　額
平 成 ２７ 年 度 末

構成比
27,331
14,117
41,448

65.94
34.06
100.00

5,733
7,870
13,603

42.14
57.86  
100.00

金　　額
平 成 ２７ 年 度 末

構成比
5,447
8,175
13,622

39.99
60.01
100.00

―
―
―

100.00
―

100.00

―
―
―

100.00

貸出金残高 構成比

1,636
88
―

21,701
―

23,426

10,332
7,383
306

41,448

債務保証
見返額 構成比

―
―
―
2
―
2

―
―
―
2

―
―
―

100.00
―

100.00

―
―
―

100.00

貸出金残高 構成比

1,686
87
―

21,192
―

22,966

10,834
7,075
300

41,181

4.10
0.21
―

51.46
―

55.77

26.31
17.19
0.73

 100.00

―
―
―
4
―
4

―
―
―
4

3.95
0.21
―

52.36
―

56.52

24.93
17.81
0.74 

100.00

全 国 信 用 協 同 組 合 連 合 会
㈱ 商 工 組 合 中 央 金 庫
㈱ 日 本 政 策 金 融 公 庫
住 宅 金 融 支 援 機 構
福 祉 医 療 機 構
　 中 小 企 業 基 盤 整 備 機 構
　 　 　 合 　 　 　 　 　 　 計 　 　 　

融資業務

平 成２８年 度 末平 成２７年 度 末

■代理貸付残高の内訳

■貸出金使途別残高

■消費者ローン・住宅ローン残高

■貸出金・債務保証見返額担保別残高

独
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■貸倒引当金の内訳 （単位：百万円）

■１店舗当りの預金及び貸出金残高 （単位：百万円）

平 成 ２７ 年 度 末区　　　　　　　分 平 成 ２８ 年 度 末

■１人当りの預金及び貸出金残高 （単位：百万円）

平 成 ２７ 年 度 末区　　　　　　　分 平 成 ２８ 年 度 末

■貸出金償却額 （単位：百万円）

平 成 ２８ 年 度
7

平 成 ２７ 年 度
14貸　　出　　金　　償　　却　　額

項　　　　　　　目

5,305
3,167
13

689
411
100

655
394
105

5,296
3,188
13

項　　　　　目
期末残高
平 成 ２８ 年 度

増減額期末残高
平 成 ２７ 年 度

増減額
一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
貸 倒 引 当 金 合 計

83
1,000
1,084

△28
66
37

112
934
1,046

16
△71
△54

１ 店 舗 当 り の 預 金 残 高
１ 店 舗 当 り の 貸 出 金 残 高
店　　　　舗　　　　数　　 ( 店 )

常 勤 役 職 員 １ 人 当 り の 預 金 残 高
常勤役職員１人当りの貸出金残高
常 　 勤 　 役 　 職 　 員 　 数 　 ( 人 )

■外貨建資産残高
「該当ありません」

■外国為替取扱実績
「当組合は取扱いしておりません」

■公共債窓販実績
「当組合は取扱いしておりません」

■公共債引受額
「当組合は取扱いしておりません」



39

■貸倒引当金の内訳 （単位：百万円）

■１店舗当りの預金及び貸出金残高 （単位：百万円）

平 成 ２７ 年 度 末区　　　　　　　分 平 成 ２８ 年 度 末

■１人当りの預金及び貸出金残高 （単位：百万円）

平 成 ２７ 年 度 末区　　　　　　　分 平 成 ２８ 年 度 末

■貸出金償却額 （単位：百万円）

平 成 ２８ 年 度
7

平 成 ２７ 年 度
14貸　　出　　金　　償　　却　　額

項　　　　　　　目

5,305
3,167
13

689
411
100

655
394
105

5,296
3,188
13

項　　　　　目
期末残高
平 成 ２８ 年 度

増減額期末残高
平 成 ２７ 年 度

増減額
一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
貸 倒 引 当 金 合 計

83
1,000
1,084

△28
66
37

112
934
1,046

16
△71
△54

１ 店 舗 当 り の 預 金 残 高
１ 店 舗 当 り の 貸 出 金 残 高
店　　　　舗　　　　数　　 ( 店 )

常 勤 役 職 員 １ 人 当 り の 預 金 残 高
常勤役職員１人当りの貸出金残高
常 　 勤 　 役 　 職 　 員 　 数 　 ( 人 )

■外貨建資産残高
「該当ありません」

■外国為替取扱実績
「当組合は取扱いしておりません」

■公共債窓販実績
「当組合は取扱いしておりません」

■公共債引受額
「当組合は取扱いしておりません」
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1． 　「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元
本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を
行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、①会社更生法又は金融機関等の更
正手続の特例等に関する法律の規定による更正手続開始の申立てがあった債務者、②民事再生法の規
定による再生手続開始の申立てがあった債務者、③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった
債務者、④会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、⑤手形交換所の取引停止処分
を受けた債務者、等に対する貸出金です。
2． 　「延滞債権」とは、上記1．及び債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目
的として利息の支払いを猶予したもの以外の未収利息不計上貸出金です。                

3． 　「３か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３か月以上延滞している
貸出金（上記１．及び２．を除く）です。                  

4． 　「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶
予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記１．～３．を除く）
です。               
5． 　「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認めら
れる額です。
6． 　「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当てた金額を記載しており、
リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。          

（注）

■リスク管理債権及び同債権に対する保全額
（単位：百万円、％）

区　　　　　　　分
残　高
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率（％）
（B＋C）/A

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3か月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合 計

平 成 ２７ 年 度

平 成 ２８ 年 度

平 成 ２７ 年 度

平 成 ２８ 年 度

平 成 ２７ 年 度

平 成 ２８ 年 度

平 成 ２７ 年 度

平 成 ２８ 年 度

平 成 ２７ 年 度

平 成 ２８ 年 度

344

343

3,679

3,324

62

－

203

180

4,289

3,847

222

217

2,541

2,216

55

－

55

55

2,874

2,489

121

125

812

875

6

－

28

18

969

1,018

100.00

100.00

91.15

92.99

100.00

－

41.24

40.67

89.62

91.17

融資業務
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■金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額
（単位：百万円、％）

１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻
に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。                            

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、
契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。                             

３．「要管理債権」とは、「３か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する債権です。               
４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれら
に準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権です。                      

５．「担保・保証等（Ｂ）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が
可能と認められる額の合計額です。                              

６．「貸倒引当金（Ｃ）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。               

（注）

区　　　　分
債権額
（A）

危 険 債 権

要 管 理 債 権

不 良 債 権 計

正 常 債 権

合 計

平成27年度

平成28年度

平成27年度

平成28年度

平成27年度

平成28年度

平成27年度

平成28年度

平成27年度

平成28年度

平成27年度

平成28年度

1,697

1,796

2,336

1,875

266

180

4,300

3,852

37,216

37,386

41,516

41,239

担保・保証等
（B）

951

960

1,823

1,478

110

55

2,885

2,493

貸倒引当金
（C）

745

835

188

164

37

18

971

1,018

保全額
（D）＝（B）＋（C）

1,697

1,796

2,011

1,642

148

73

3,857

3,512

保全率
（D）/（A）

100.00

100.00

86.07

87.59

55.80

40.67

89.69

91.18

貸倒引当金
引　当　率
（C）/（A－B）

100.00

100.00

36.62

41.43

24.32

14.53

68.69

74.99

破産更生債権
及びこれらに
準 ずる債 権
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■有価証券種類別平均残高
区　　　　　分 金　　 額

平 成 ２８ 年 度
構成比

（単位：百万円、％）

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

国 債
地 方 債
短 期 社 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

合　　　　計

1,207
1,811
―

1,000
3
―

4,022

30.02
45.03
―

24.86
0.08
―

100.00

金　　 額
平 成 ２７ 年 度

構成比
1,208
1,813
―

1,000
3
―

4,025

30.02
45.04
―

24.84
0.08
―

100.00

■有価証券種類別残存期間別残高

区　　　　分

（単位：百万円）

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

株 式

その他の証券

合 　 計

年　　度
平成27年度末 
平成28年度末 
平成27年度末 
平成28年度末 
平成27年度末 
平成28年度末 
平成27年度末 
平成28年度末 
平成27年度末 
平成28年度末 
平成27年度末 
平成28年度末 
平成27年度末 
平成28年度末 

１年以内
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

１年超
５年以内

―
1,206
―

1,809
―
―
―

1,000
―
―
―
―

4,015

1,207

1,811
―
―
―

1,000
―
―
―
―
―

4,018

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
3
3
―
―
3
3

合　計
1,207
1,206
1,811
1,809
―
―

1,000
1,000
3
3
―
―

4,022
4,018

■有価証券平均利回り （単位：％）

■有価証券の時価等情報
（単位：百万円）

4,018
4,015

4,251
4,204

232
189

１．　時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。          
２．　時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。          
３．　金銭の信託及びデリバティブ等商品の取引はございません。          
４．　「時価が貸借対照表計上額を超えないもの」及びその他有価証券で時価を把握することが出来る
ものは、平成２７年度・平成２８年度ともにありません。

（注）

区　　　　　　分

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

平 成 ２８ 年 度
有 価 証 券 利 回 り

国 債
地 方 債
社 債

1.07
1.07
1.06
1.09

平 成 ２７ 年 度
1.07
1.07
1.07
1.09

年　度
時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

５年超
１０年以内 １０年超 期間の

定めなし

有価証券

満期保有目的の債券

平成２７年度末
平成２８年度末
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■商品有価証券の種類別平均残高
「該当ありません」

■オフバランス取引の状況
「該当ありません」

■先物取引の時価情報
「該当ありません」

■オプション取引の時価情報
「該当ありません」

■役務取引の状況
科　　　　　　　目

（単位：千円）

役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
そ の 他 の 受 入 手 数 料
その他の役務取引等収益

役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
そ の 他 の 支 払 手 数 料
その他の役務取引等費用

■受取利息及び支払利息の増減 （単位：千円）
科　　　　　　　目 平 成 ２８ 年 度

2,881
21,743

△ 18,684
―

△ 180
1,134
1,193
―

平 成 ２７ 年 度
△ 3,626
30,504

△ 34,203
―
85

3,689
3,575
―

■内国為替取扱実績

区　　　　　　　分

（単位：百万円）

送 金・振 込

代 金 取 立

他 の 金 融 機 関 向 け
他 の 金 融 機 関 か ら
他 の 金 融 機 関 向 け
他 の 金 融 機 関 か ら

34,408
51,918
1,301
223

28,022
30,161
1,030
114

受 取 利 息
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 商 品 有 価 証 券
う ち 有 価 証 券

支 払 利 息
う ち 預 金
う ち 譲 渡 性 預 金

平 成 ２８ 年 度
金　額件　数

35,312
52,304
1,538
243

29,187
31,690
1,384
80

平 成 ２７ 年 度
金　額件　数

平 成 ２７ 年 度
68,720
24,608
44,111

―
262,635
12,839
685

249,111

平 成 ２８ 年 度
72,944
25,481
47,463

―
238,789
12,688
667

225,434

その他の業務

時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 （単位：百万円）

項　　　　　　目 平 成２８年度末

そ の 他 有 価 証 券
非 上 場 株 式
非 上 場 外 国 証 券

3
3
―

平 成２７年 度 末
貸借対照表計上額貸借対照表計上額

3
3
―
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■常勤役職員数の推移 

■預貸率及び預証率 （単位：％）

平 成 ２８ 年 度

平 成 ２８ 年 度

平 成 ２８ 年 度

平 成 ２７ 年 度区　　　　　　分

■総資金利鞘等 （単位：％）

区　　　　　　分

■総資産利益率 （単位：％）

区　　　　　　分

（注）総資産経常（当期純）利益率＝ ×１００
経常（当期純）利益

総資産（債務保証見返を除く）平均残高

平 成 ２７ 年 度

平 成 ２７ 年 度

59.70
59.99
5.82
5.87

2.27
1.39
0.88

0.58
0.41

0.57
0.41

2.28
1.44
0.84

60.19
60.17
5.84
5.91

資 金 運 用 利 回
資 金 調 達 原 価 率
総 資 金 利 鞘

総 資 産 経 常 利 益 率
総 資 産 当 期 純 利 益 率

預 貸 率

預 証 率

（ 期 　 　 末 ）
（ 期 中 平 均 ）
（ 期 　 　 末 ）
（ 期 中 平 均 ）

■業務純益
平 成 ２８ 年 度平 成 ２７ 年 度

508,826 564,860

（単位：千円）

項　　　　　　目
業 務 純 益

平成
28年度

女子男子役員

1006 61 33

0 20 40 60 80 100 120

（単位：人）

平成
27年度

諸比率

1057 63 35
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■経費の内訳 （単位：百万円）

項　　　　　　目 平 成２７年 度 平成２８年度
人 件 費

報 酬 給 料 手 当
賞 与 引 当 金 純 繰 入 額
退 職 給 付 費 用
社 会 保 険 料 等

物 件 費
事 務 費
固 定 資 産 費
事 業 費
人 事 厚 生 費
預 金 保 険 料
そ の 他

税 金
経　　費　　合　　計

646
519
6
41
79
256
113
49
19
5
28
39
14
917

658
533
2
42
79
281
118
50
19
4
28
61
15
956

■その他業務収益の内訳 （単位：百万円）

―
―
―
―
―
5
5

―
―
―
―
―
3
3

項　　　　　　目

そ　の　他　業　務　収　益　合　計

外 国 為 替 売 買 益
商 品 有 価 証 券 売 買 益
国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 償 還 益
金 融 派 生 商 品 収 益
そ の 他 の 業 務 収 益

平成２８年度平成２７年度

■粗利益

×１００
業　務　粗　利　益
資金運用勘定計平均残高

平成２７年度

（単位：千円）

資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用

資 金 運 用 収 支
役 務 取 引 等 収 益
役 務 取 引 等 費 用

役 務 取 引 等 収 支
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 業 務 費 用

そ の 他 業 務 収 支
業 務 粗 利 益
業 務 粗 利 益 率

1,679,769
44,729

1,635,040
68,720
262,635

△ 193,915
5,466
60

5,406
1,446,531
1.95%

1,676,888
43,595

1,633,293
72,944
238,789

△ 165,845
3,886
11

3,875
1,471,323
2.00%

１． 資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用（平成２７年度・平成２８年度費用はともにありま
せん。）を控除して表示しております。                 

２．業務粗利益率＝

（注）

科　　　　　　目 平成２８年度

主要業務に関する指標
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○定性的な開示事項
　１．自己資本調達手段の概要
　　　当組合の自己資本は、出資金、利益剰余金等で構成されております。
　　　なお、当組合の自己資本調達手段の概要は次のとおりです。

　２．自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　　　自己資本の充実度に関しまして、国内基準で4％以上を求められている自己資本比率は、
　平成29年3月末現在15.04％と基準を大きく上回っております。また当組合では内部留保
　の積み上げによる自己資本の充実・強化並びに資産のリスクの軽減に努め、健全性の維
　持・確保が十分に図られていると評価いたしております。

　　　なお、将来の自己資本充実策につきましては、地域経済・地域社会への貢献を基本と
　した諸目標・計画に基づく日々の業務推進活動により得られる利益によって、資本の確
　実な蓄積を図り、健全経営に徹する方針です。

　３．信用リスクに関する事項
　（１）リスク管理の方針及び手続きの概要

■自己資本の充実の状況等について

自己資本の充実の状況等について

○リスクの解説
　　信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化などにより、当組合の資産の価値が減少ない
し消失し、損失を被るリスクのことをいいます。
　　当組合では、信用リスクを当組合が管理すべき最重要のリスクであるとの認識の上、安
全性・成長性・公共性・収益性・流動性の原則に従い、与信業務に関する基本原則を定め
た「与信基本原則規程」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、信用リスク
管理を徹底しています。

○評価・計測方法
　　信用リスクの評価は、小口多数取引の推進によるリスク分散の他、与信ポートフォリオ
管理として、自己査定による債務者区分別、業種別、さらには与信集中によるリスクの抑
制のための大口与信先の管理・計測など、さまざまな角度からの分析に注力しております。
なお信用リスクの計測手法は標準的手法を採用しております。

○報告態勢
　　個別案件の審査・与信管理にあたりましては、貸出審査部門と営業推進部門を互いに分
離し、相互に牽制が働く体制としています。また、大口与信先及びその他協議が必要と思
われる信用リスクに関する案件について経営陣による合議をするなど、相互牽制機能を持
たせた厳正な審査体制を構築しています。さらに定期的にリスク管理の実施状況を常勤役
員に報告するとともに必要に応じ理事会に報告する態勢を整備しております。

○貸倒引当金の計上基準
　　信用コストである貸倒引当金は、「資産の自己査定基準」及び「資産の償却・引当基準」に基づ
き、自己査定における債務者区分ごとに算定しております。一般貸倒引当金にあたる正常先、要注
意先、要管理先については、債務者区分ごとの債権額にそれぞれ貸倒実績率に基づいた予想損
失率を乗じて算出しております。なお、それぞれの結果については、監査法人の監査を受けるなど、
適正な計上に努めております。

①発行主体：備後信用組合
②コア資本に係る基礎項目の額に算入された額：３１７百万円普通出資
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 　（２）標準的手法が適用されるポートフォリオについて
　

　４．信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続きの概要

　
　　①リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
　　　当組合ではリスク・ウェイトの判定に以下の５つの適格格付機関を採用しております。
　　　・㈱格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
　　　・㈱日本格付研究所（ＪＣＲ）
　　　・ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍoody’s）
　　　・スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（Ｓ＆Ｐ）
　　　・フィッチ・レーティングスリミテッド（Ｆitch）

　　②エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
　　　エクスポージャーの種類ごとの適格格付機関の使い分けは行っておりません。

　　当組合は、リスク管理の観点から、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより受ける損
失（信用リスク）を軽減するために、取引先によっては、不動産等担保や信用保証協会保
証による保全措置を講じております。ただし、これはあくまでも補完的措置であり、資金
使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から判断を行
っています。
　　また、判断の結果、担保又は保証が必要な場合には、お客さまへの十分な説明とご理解
をいただいた上でご契約いただく等、適切な取扱いに努めております。
　　信用リスク削減手法として、当組合が扱う主要な担保には、預金積金等があり、担保に
関する手続きについては組合が定める「諸規程」「事務取扱要領」により、適切な事務取
扱い、並びに適正な評価・管理を行っております。
　　一方、当組合が扱う主要な保証には国と同様の信用度を持つ政府保証等があります。
　　また、お客さまが期限の利益を失われた場合には、すべての与信取引の範囲において、
預金相殺等をする場合がありますが、当組合が定める「諸規程」「事務取扱要領」により
適切な取扱いに努めております。
　　自己資本比率で定められている信用リスク削減手法には、適格担保として自組合預金積
金、上場株式、有価証券…等、保証として信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保
証、その他未担保預金…等、貸出金と自組合預金の相殺として債務者の担保手続きがなさ
れていない定期預金、日本銀行貸出支援基金の活用に係る「全信組連への預け金」と「全
信組連からの借入金」…等が該当します。
　　なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特に業種やエク
スポージャーの種類に偏ることなく分散されております。

　　  当組合は派生商品取引及び長期決済期間取引を行っておりません。

　　  当組合は証券化取引を行っておりません。

　５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及
　　び手続きの概要

　６．証券化エクスポージャーに関する事項
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　（２）オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　　   当組合は基礎的手法を採用しております。

  ８．出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

○リスクの解説
　　オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動若しくはシステムの不備と
いった要因により損失を被るリスクと定義しています。

○評価・計測方法
　　業務処理における正確性の確保を重視し、手続き・権限の厳正性、機械化・システム化
による手作業事務処理の削減、現金・現物の管理体制の強化、内部監査などによる牽制機
能の確保、業務指導の充実、オンラインシステムの円滑な運営及びシステムの障害時に適
切な業務対応を図りリスクを軽減すべく対応を図るとともに、お客さまからの信頼性の向
上に努めております。
　　内部事務規定や各種マニュアルの整備あるいは適切な事務指導を実施し、事務等処理の
厳正化とミスや不正の未然防止のための内部管理体制の充実・強化に努めております。
　　事務リスクとして、事故・不正の未然防止や業務レベルの向上のため、監査部による臨
店監査を全店年１回以上実施するほか、各部門においても店内検査を毎月実施させるなど
業務処理状況のチェックを行っております。さらに本部各部は、各営業店に対して事務研
修・指導を行い事務管理体制の充実に努めております。
　　また、システムリスクとして、当組合の勘定系ホストコンピュータは、「メイプルひろ
しま」に加盟する共同センター方式を採用しており、「メイプルひろしま」との連絡・協
力体制の構築に努め、システムリスク管理の認識の共有化に努めております。
　　オペレーショナル・リスクの計測に関しましては、基礎的手法を採用することとし、態
勢を整備しております。

○報告態勢
　　オペレーショナル・リスクに関連するリスクの状況については、業務部が所管部署とな
り、また内部監査に関しては監査部が、定期的にリスク管理の実施状況を常勤役員に報告
するとともに課題等を常勤役員または常務会・経営者会議等主要会議並びに必要に応じ理
事会に報告する態勢を整備しております。

自己資本の充実の状況等について

○リスクの解説
　　出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスクとは、当組合が保有している株式
の株価の下落や、出資している企業や団体の財務内容の悪化に伴い、当組合の資産の価
値が減少し、損失を被るリスクのことをいいます。

○評価・計測方法
　　上場株式にかかるリスクについては時価評価によりリスクを計測しております。非上
場株式及び出資にかかるリスクについては、財務諸表を基にした評価による定期的なモ
ニタリングを実施しております。

　７．オペレーショナル・リスクに関する事項
　　（１）リスク管理の方針及び手続きの概要
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 ９．金利リスクに関する事項
   （１）リスク管理の方針及び手続きの概要

　（２）内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要
　　   当組合の金利リスクの算定手法
　　　　金利リスク算定の前提は、以下の定義に基づいて算定しております。

　

○リスクの解説
　　金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間の
ミスマッチが存在している中で金利が変動することにより、利益の減少ないし損失を被
るリスクのことをいいます。

○評価・計測方法
　　債券の回収期間・金利感応度の分析や、金利感応資産・負債について利回推移に基づ
く運用・調達状況の分析に加え、一定の金利ショックを想定した場合の銀行勘定の金利
リスク量（再評価方式による）を計測し、より精緻なリスク管理に努めています。

○報告態勢
　　債券の回収期間、運用・調達利回推移、再評価方式による銀行勘定の金利リスク量等
は定期的にリスク管理の実施状況を常勤役員に報告するとともに課題等を常勤役員また
は常務会・経営者会議等主要会議並びに必要に応じ理事会に報告する態勢を整備してお
ります。

計 　 測 　 手 　 法 再評価方式
流動性預金全般（当座、普通、貯蓄預金等）
①過去５年の最低残高
②過去５年の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高
③現残高の50％相当額
の３通りのうち最小の額を上限としています。
２.５年
９９パーセンタイル値
預金、貸出金、有価証券、預け金、その他の金利・期間を有する
資産・負債
３か月に１回

コ
　
ア
　
預
　
金

対　　象

算定方法

満　　期
金 利 シ ョ ッ ク 幅

金 利 感 応 資 産・負 債

計 測 の 頻 度

○報告態勢
　　上場株式にかかるリスクは定期的に時価評価により計測し、また非上場株式及び出資
にかかるリスクについては、財務諸表を基に計測し、リスク管理の実施状況を監査部及
び常勤役員に報告するとともに課題等を常勤役員または常務会・経営者会議等主要会議
並びに必要に応じ理事会に報告する態勢を整備しております。
　　なお、当該取引にかかる会計処理については、当組合が定める「余資運用規程」及び
日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った適正な処理を行って
おります。
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（単位：百万円）

項　　　　　　目 経過措置に
よる不算入額

平成27年度

　自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第6条第 1項において準用
する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等
に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第22号）」
に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。

（注）

経過措置に
よる不算入額

平成28年度
コア資本に係る基礎項目　　　　（１）            
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定の額
　　うち、出資金及び資本剰余金の額      
　　うち、利益剰余金の額       
　　うち、外部流出予定額（△）      
　　うち、上記以外に該当するものの額        
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額　　  
　　うち、一般貸倒引当金コア資本算入額   
　　うち、適格引当金コア資本算入額        
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額  
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額 　　　　　　　　　　　　   （イ）   
コア資本に係る調整項目　　（2）  
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
　　うち、のれんに係るものの額 
　　うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額 
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額        
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額 
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10％基準超過額
　　うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 
　　うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
　　うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 
特定項目に係る15％基準超過額 
　　うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 
　　うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
　　うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　　　　　　   （ロ）
自己資本            
自己資本の額　　（（イ）－（ロ））　　　　　　　　　　　 （ハ）  
リスク・アセット等　（３）            
信用リスク・アセットの額の合計額   
　　うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
　　　うち、無形固定資産（のれん及びﾓｰｹﾞｰｼ ・゙ｻｰﾋﾞｼﾝｸ ・゙ﾗｲﾂに係るものを除く。）   
　　　うち、繰延税金資産     
　　　うち、前払年金費用     
　　　うち、他の金融機関等向けエクスポージャー       
　　　うち、上記以外に該当するものの額  
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額
信用リスク・アセット調整額            
オペレーショナル・リスク相当額調整額            
リスク・アセットの額の合計額　　　　　　　　　　　　　（ニ）   
自己資本比率            
自己資本比率　　（（ハ）／（ニ））       　　   

5,368
314
5,066
12
―
112
112
―
―
―
65

5,546

8
―
8
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
8

5,537

35,597
△307
12
―
―

△450
131
3,239
―
―

38,837

14.25%

12
―
12
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

5,675
317
5,369
12
―
83
83
―
―
―
57

5,816

7
―
7
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
7

5,808

35,385
△314

5
―
―

△450
131
3,213
―
―

38,598

15.04%

5
―
5
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

■自己資本の構成に関する事項
○定量的な開示事項
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 イ．信用リスク・アセット、所要自己
　 資本の額合計

■自己資本の充実度に関する事項  （単位：百万円）

リスク・アセット 所要自己資本額
平成27年度

リスク・アセット 所要自己資本額
平成28年度

１．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％         
２．｢エクスポージャー｣ とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商
品取引の与信相当額です。

３．｢ソブリン｣ とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係
機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国
内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀
行、欧州共同体、信用保証協会等のことです。

４．｢三月以上延滞等｣ とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞している債務者
に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等
向け」においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

５．「その他」とは、（ⅸ）（ⅹ）を除く「上記以外」のエクスポージャーです。          
６．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。
     　＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞    
 　　　粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×１５％    
 　　　　直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数    
７．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％     
     

（注）

÷8％

 ロ．オペレーショナル・リスク
 ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

①標準的手法が適用されるポートフォリ
　オごとのエクスポージャー
（ i ）
（ i i ）
（i i i）
（ i v）
（ v ）
（v i）
（vii）
（viii）

（ⅸ）

（ⅹ）

（ⅺ）

ソブリン向け
金融機関向け
法人等向け
中小企業等・個人向け
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
三月以上延滞等
出資等
出資等のエクスポージャー
重要な出資のエクスポージャー
他の金融機関等の対象資本
調達手段のうち対象普通出
資等に該当するもの以外のも
のに係るエクスポージャー
信用協同組合連合会の対象普通
出資等であってコア資本に係る調
整項目の額に算入されなかった部
分に係るエクスポージャー
その他

②証券化エクスポージャー 
③経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
④他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの 額

⑤CVAリスク相当額を8％で除して得た額 
⑥中央清算機関関連エクスポージャー 

35,597

35,904

202
5,658
7,387
11,434
2,214
3,075
1,317
14
14
―

751

181

3,666
―
143

▲ 450

―
―

3,239
38,837

1,423

1,436

8
226
295
457
88
123
52
0
0
―

30

7

146
―
5

▲ 18

―
―
129
1,553

35,385

35,669

230
5,857
7,967
11,609
2,154
2,746
805
12
12
―

751

181

3,381
―
136

▲ 450

―
―

3,213
38,598

1,415

1,427

9
234
318
464
86
109
32
0
0
―

30

7

135
―
5

▲ 18

―
―
128
1,543
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１．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

■信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

＜業種別及び残存期間別＞ （単位：百万円）

１．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当
座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額で
す。       

２．当組合はデリバティブ取引はございません。          
３．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞してい
る者に係るエクスポージャーのことです。      

４．業種区分の「その他」は、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には現金、有形・
無形固定資産、その他資産等が含まれます。また、エクスポージャー区分の「その他」は現金、預け金、出資金
等が含まれます。    

５．CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
６．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。          
７．業種区分は日本標準産業分類の大分類に準じて口座単位で分類しております。          

製 　 造 　 業
農 業 、 林 業
漁 　 　 　 　 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 　 設 　 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医 療 、 福 祉
その他のサービス
そ の 他 の 産 業
国・地方公共団体等
個 　 　 　 人
そ 　 の 　 他
業 種 別 合 計
１ 年 以 下
１年 超３年 以 下
３年 超５年 以 下
５年 超７年 以 下
７年超１０年以下
１０　　年　　超
期間の定めのないもの
そ 　 の 　 他
残 存 期 間 別 合 計

エクスポージャー
区分

業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
貸出金、コミットメン
ト及びその他のデ
リバティブ以外のオ
フ・バランス取引

債　　券 そ  の  他
三月以上延滞
エクスポージャー

（注）

5,481
328
48
―

4,509
―
70

1,006
3,765
29,152
4,529
17
668
606
459
395
181
450
1,217
―

3,032
17,193
2,953
76,071
40,475
8,436
19,564
4,740
385
152
1,131
1,183
76,071

5,481
328
48
―

4,509
―
70

1,006
3,765
576
4,528
17
668
606
459
395
181
450
1,216
―
6

17,193
―

41,515
36,018
2,536
1,634
721
385
152
―
66

41,515

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

3,025
―

1,000
4,026

7
―
―

4,018
―
―
―
―

4,026

―
―
―
―
―
―
―
―
―

28,575
1
―
―
―
―
―
―
―
0
―
0
―

1,952
30,529
4,450
5,900
17,930

―
―
―

1,131
1,117
30,529

463
―
32
―
61
―
―
10
73
161
335
―
66
―
26
―
―
―
52
―
―
362
―

1,647

4,576
260
32
―

4,321
―
64

1,470
4,034
30,902
4,209
18
736
635
556
413
155
462
1,345
―

3,022
16,813
2,692
76,726
44,787
15,139
13,414
871
406
63
879
1,163
76,726

4,576
260
32
―

4,321
―
64

1,470
4,034
1,132
4,208
18
736
635
556
413
155
462
1,344
―
0

16,813
―

41,239
35,331
2,709
1,799
871
406
63
―
57

41,239

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

3,021
―

1,000
4,022

7
―

4,015
―
―
―
―
―

4,022

―
―
―
―
―
―
―
―
―

29,770
1
―
―
―
―
―
―
―
0
―
0
―

1,691
31,464
9,449
12,430
7,600
―
―
―
879
1,105
31,464

469
―
31
―
37
―
―
18
71
157
203
―
47
―
2
―
―
―
31
―
―
305
―

1,378

27年度 28年度 27年度 28年度 27年度 28年度 27年度 28年度 27年度 28年度

自己資本の充実の状況等について
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２.一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
 （単位：百万円）

期首残高
目的使用

当期増加額
当期減少額

期末残高
その他

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金
 
合　　　　　計

平成27年度
平成28年度
平成27年度
平成28年度
平成27年度

平成28年度

95
112
1,005
934
1,100

1,046

112
83
934
1,000
1,046

1,084

－
－
125
40
125

40

95
112
879
893
975

1,005

112
83
934
1,000
1,046

1,084

３.業種別の貸倒引当金及び貸出金償却の残高等
（単位：百万円）

個別貸倒引当金 貸出金償却

１．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。         
２．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（注）

製 　 造 　 業
農 業 、 林 業
漁 　 　 　 　 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 　 設 　 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医 療 、福 祉
その他のサービス
そ の 他 の 産 業
国・地方公共団体等
個 　 　 　 人
合 　 　 　 計

1
－
－
－
0
－
－
4
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
7

369
－
29
－
35
－
0
0
79
45
275
－
22
26
1
－
－
0
2
－
－
104
995

76
－
0
－
87
－
－
15
10
15
4
－
1
－
0
3
－
0
0
－
－
36
253

76
－
0
－
77
－
0
15
8
－
86
－
0
7
0
－
－
0
0
－
－
42
314

368
－
29
－
45
－
0
0
82
61
193
－
24
19
1
3
－
0
3
－
－
98
934

6
－
－
－
3
－
－
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
3
14

368
－
29
－
45
－
0
0
82
61
193
－
24
19
1
3
－
0
3
－
－
98
934

146
－
0
－
96
－
－
8
13
6
8
－
0
－
0
－
－
0
1
－
－
49
333

141
－
2
－
32
－
0
0
37
－
23
－
1
6
0
0
－
0
1
－
－
11
262

373
－
27
－
109
－
0
8
57
68
178
－
24
12
2
2
－
0
3
－
－
136
1,005

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
27年度 28年度 27年度 28年度 27年度 28年度 27年度 28年度 27年度 28年度
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■信用リスク削減手法に関する事項  

（注）１．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。      
2．上記「保証」には、告示（平成１８年金融庁告示第２２号）第４５条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁  
業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第４６条（株式会社地域経済活性化支援機構等によ
り保証されたエクスポージャー）を含みません。  
３．「その他」とは、⑨⑩を除く「上記以外」のエクスポージャーです。      
４．クレジット・デリバティブの取扱いはございません。      

信用リスク削減手法
平成27年度平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度平成28年度
適格金融資産担保 貸出金と自組合預金の相殺 保　　証 クレジット・デリバティブ

信用リスク削減手法が適用された
エクスポージャー

ポートフォリオ

2,436

3
―
789
1,261
35
87
24
―
―
―

―

―

234

2,312

2
―
763
1,286
27
79
24
―
―
―

―

―

128

1,000

1,000
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―

―

―

1,000

1,000
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―

―

―

100
―
100
―
―
―
―
―
―
―
―

―

―

―

300
―
300
―
―
―
―
―
―
―
―

―

―

―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―

―

―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―

―

―

（単位：百万円）

４.リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 （単位：百万円）

告示で定める
リスク・ウェイト区分（％）

１．格付けは、適格格付機関が付与しているものに限ります。    
２．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。    
３．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび
　中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。 

（注） 

0%
10%
20%
35%
50%
75%
100%
150%
250%
1,250%
その他 

合　　　　　計 

平成27年度 平成28年度

7,746
2,026
1,042
6,344
455

15,337
15,059
565
244
―
―

48,822

―
―

27,248
―
―
―
―
―
―
―
―

27,248

格付け無し格付け有り
7,458
2,309
2,111
6,174
636

15,573
14,704
317
266
―
―

49,551

―
―

27,175
―
―
―
―
―
―
―
―

27,175

格付け無し格付け有り

エクスポージャーの額

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー  

①ソブリン向け
②金融機関向け
③法人等向け
④中小企業等・個人向け
⑤抵当権付住宅ローン
⑥不動産取得等事業向け
⑦三月以上延滞等
⑧出資等
　出資等のエクスポージャー
　重要な出資のエクスポージャー
⑨他の金融機関等の対象資本調達手段
のうち対象普通出資等に該当するもの
以外のものに係るエクスポージャー

⑩信用協同組合連合会の対象普通出
　資等であってコア資本に係る調整項
　目の額に算入されなかった部分に係
　るエクスポージャー
⑪その他

自己資本の充実の状況等について
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―

196

196

―

196

196

―

194

194

―

194

194

■出資等エクスポージャーに関する事項       

■銀行勘定における金利リスクに関する事項         （単位：百万円）

区　　　分
貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価

 上　場　株　式
 

非上場株式等
 

合　　　　計
 

２．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額   
　　該当ありません。

３．貸借対照表上で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額    
　　該当ありません。

金利リスクに関して内部管理上使用した金利ショックに対する損益・
経済価値の増減額

平成27年度

149

平成28年度

123

１．貸借対照表計上額及び時価

平成27年度 平成28年度

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　　該当ありません。

　　該当ありません。
■証券化エクスポージャーに関する事項

４．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
　　該当ありません。

（注）

（単位：百万円）

金利リスクは金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例えば、貸出金、有
価証券、預金等）が金利ショックにより発生するリスク量を見るものです。当組合では、金利ショックを99％
タイル値（１年間の金利差を５年間分算出し、小さい方から９９％目の値）として金利リスクを算出しております。



●メイプルひろしま加盟組合ＡＴＭ（お預入れ・通帳記帳・残高照会以外のご利用は、下記の手数料が必要です。）
　※メイプルひろしま加盟組合(★両備信用組合、★広島県信用組合、信用組合広島商銀)              

■ ＡＴＭ等提携先と手数料         

当組合のカードを提携金融機関等でご利用される場合は、下記の時間帯で
提携金融機関等が取り扱っている場合にご利用いただけます。           

 （注）

0:00 8:45 9:00 14:00 18:00 19:00 21:00 24:00 

108円無料

無料ご利用できません。

●セブン銀行ＡＴＭ（お預入れ・お引出しの場合は下記の手数料が必要です。）       

●ゆうちょ銀行ＡＴＭ（お預入れ・お引出しの場合は下記の手数料が必要です。）      

平　　日

土 曜 日

日曜日・祝休日

ご利用できません。108円

108円

無料 108円

108円

無料 108円

108円平　　日

土 曜 日

日曜日・祝休日
ご利用できません。 ご利用できません。

0:00 8:458:00 9:00 14:00 18:00 19:00 21:00 24:00 

平　　日

土 曜 日

日曜日・祝休日

ご利用
できません。

ご利用
　できません。

108円

108円216円

216円 216円

216円

216円

0:00 8:458:00 9:00 14:00 18:00 21:00 24:00 

1．

2．

3．

1．

2．

カードによるお預入れ・お引出し・残高照会・お振込みがご利用いただけます。        
（通帳記帳・通帳によるお預け入れもご利用いただけます。）        
カードによりお振込みをされる場合は、別途メイプルひろしま加盟組合所定の振込
手数料が必要です。        
★印のメイプルひろしま加盟組合ＡＴＭでは、事前に書面での届出があれば通帳に
よるお引出しもご利用いただけます。        

カードによるお預入れ・お引出し・残高照会がご利用いただけます。    
（ただし、ローンカードによるご返済は、ご利用できません。）    
12月 31日は、該当する曜日の時間帯でご利用できますが、手数料は曜日にかかわ
らず終日108円となります。  

1．

2．

カードによるお預入れ・お引出し・残高照会がご利用いただけます。           
（ただし、ローンカードによるご返済は、ご利用できません。）           
12月 31日は、該当する曜日の時間帯でのご利用となります。           

 （注）

 （注）

平成２９年３月３１日現在
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ＡＴＭ等提携先と手数料         



●全国キャッシュサービス（MICS）加盟金融機関ＡＴＭ
　（残高照会以外のご利用は、下記の手数料が必要です。）          

0:00 8:45 18:00 21:00 24:00 

ご利用
できません。

●しんくみネットキャッシュサービス（SANCS）加盟信用組合ＡＴＭ
　（残高照会以外のご利用は、下記の手数料が必要です。）          

●デビットカード加盟店  

●ＶＩＥＷ　ＡＬＴＴＥ（ビューアルッテ）ＡＴＭ
（預金のお引き出しの場合は、下記の手数料が必要です。）

平　　日

土・日曜日・祝休日
ご利用
　できません。

57

　 　 8:00

216円108円

216円

216円

0:00 8:45 21:0018:00 24:00

ご利用
できません。

平　　日

土・日曜日・祝休日
ご利用
　できません。

8:00

216円108円

216円
216円

0:00 8:45 9:00 21:0018:00 19:00 24:00

ご利用できません。
平　　日

土・日曜日・祝休日 ご利用できません。

8:00

216円108円

216円
216円

0:00 21:00 24:00

ご利用できません。平日・土・日曜日・祝休日 ご利用できません。

8:00

無料

 （注）1．
2．
3．

4．

カードによるお引出し・残高照会・お振込みがご利用いただけます。      
12月 31日、1月1日～3日は、土・日曜日・祝休日の時間帯でのご利用となります。
キャッシュコーナーに「入金ネット」のステッカーが貼付されている入金ネット加盟
金融機関ではカードによるお預入れもご利用いただけます。      
（ただし、ローンカードによるご返済は、ご利用できません。）      
カードによりお振込みをされる場合は、別途MICS加盟金融機関所定の振込手数料が
必要です。      

 （注）1．
2．
3．

4．

カードによるお引出し・残高照会・お振込みがご利用いただけます。      
12月 31日、1月1日～3日は、土・日曜日・祝休日の時間帯でのご利用となります。
キャッシュコーナーに「入金ネット」のステッカーが貼付されている入金ネット加盟
信用組合ではカードによるお預入れもご利用いただけます。      
（ただし、ローンカードによるご返済は、ご利用できません。）      
カードによりお振込みをされる場合は、別途SANCS加盟信用組合所定の振込手数料
が必要です。      

 （注）1．カードによる代金の引落し・残高照会がご利用いただけます。     
（ただし、ローンカードによるご利用はできません。）     

 （注）1．

2．

3．

カードによる預金のお引出し・残高照会がご利用いただけます。      
 ( ただし、ローンカードやクイック契約にもとづく当座貸越はご利用できません。） 
12月31日は、該当する曜日の時間帯でご利用できますが、手数料は曜日にかかわらず
終日216円となります。      
1月 2日・3日は、該当する曜日の時間帯でご利用できます。      



○印＝ＡＴＭ設置店舗。平日の９時～１８時までご利用できます。
　　　ＡＴＭでキャッシュカードによるお振込、暗証番号の変更・利用限度額変更ができます。

金融機関コード
　 ２６９６

店舗コード000

店舗コード001

店舗コード002

店舗コード003

店舗コード004

店舗コード005

店舗コード006

店舗コード007

店舗コード008

店舗コード009

店舗コード010

店舗コード011

店舗コード013

■店舗一覧（ATM設置状況）

地域・店舗一覧（ATM設置状況）

店舗コード012
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■地域一覧

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

本 部

本店営業部

神 辺 支 店

横 尾 支 店

新 市 支 店

宮 内 支 店

駅 家 支 店

千 年 支 店

福山南支店

千 年 支 店
内海出張所

尾 道 支 店

木之庄支店

加 茂 支 店

芦 田 支 店

〒７２０－０８１５
福山市野上町３丁目２番３号

〒７２０－０８１５
福山市野上町３丁目２番３号

〒７２０－２１２３
福山市神辺町大字川北７１２-４

〒７２０－０００４
福山市御幸町大字中津原乗越１４１０-４

〒７２９－３１０３
福山市新市町大字新市６２０-２

〒７２９－３１０４
福山市新市町大字宮内３３３-１

〒７２０－１１４１
福山市駅家町大字江良１０５

〒７２０－０３１１
福山市沼隈町大字草深１８２５-１

〒７２0－０８０９
福山市住吉町７-２１

〒７２２－２６４１
福山市内海町字家廻り甲１０８５-４

〒７２２－００５１
尾道市東尾道２-８

〒７２０－００８２
福山市木之庄町1丁目１６番２６-１０１号

〒７２０－２４１８
福山市加茂町字中野字内堤２４２-８

〒７２０－１２６２
福山市芦田町大字下有地１０６６-９

ＴＥＬ（０８４）９２２-６５５６
ＦＡＸ（０８４）９３２-１７３８

ＴＥＬ（０８４）９２２-６５５５
ＦＡＸ（０８４）９２８-３３５１

ＴＥＬ（０８４）９６２-２２１１
ＦＡＸ（０８４）９６３-３７７２

ＴＥＬ（０８４）９５５-１０３４
ＦＡＸ（０８４）９５５-７０１０

ＴＥＬ（０８４７）５２-３２６０
ＦＡＸ（０８４７）５２-７６６０

ＴＥＬ（０８４７）５２-３２６２
ＦＡＸ（０８４７）５２-７６６１

ＴＥＬ（０８４）９７６-０３２７
ＦＡＸ（０８４）９７６-４８８５

ＴＥＬ（０８４）９８７-１３５５
ＦＡＸ（０８４）９８７-３９２７

ＴＥＬ（０８４）９２３-６２７０
ＦＡＸ（０８４）９２６-９７１１

ＴＥＬ（０８４）９８６-２０７２
ＦＡＸ（０８４）９８６-２９２０

ＴＥＬ（０８４８）３７-５２３５
ＦＡＸ（０８４８）３７-３８８６

ＴＥＬ（０８４）９２４-５０１６
ＦＡＸ（０８４）９２６-９７１０

ＴＥＬ（０８４）９７２-６５２５
ＦＡＸ（０８４）９７２-４３３０

ＴＥＬ（０８４）９５８-４８０１
ＦＡＸ（０８４）９５８-４８０３
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■CONTENTS

設　　　　立 昭和４７年４月１日
出　資　金  ３１７,９９８千円
本 店 所 在 地  広島県福山市野上町三丁目２番３号
店 　舗　 数  １３店舗（出張所を含む）
営　業　地　区  福山市、府中市（旧甲奴郡上下町を除く）、尾道市（旧御調郡御調町

及び旧豊田郡瀬戸田町を除く）、三原市（旧賀茂郡大和町及び旧豊
田郡本郷町並びに旧御調郡久井町を除く）、神石郡神石高原町（旧神
石郡油木町及び神石町並びに豊松村を除く）

■組合の概要
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ごあいさつ     
【概況・組織】   
  1. 事業方針   
  2. 事業の組織     
  3. 役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名） 
  4. 店舗一覧（事務所の名称・所在地）  
  5. ATM設置状況  
  6. 地域一覧   
  7. 組合員数   
  8. 子会社等の状況  
【主要事業内容】   
  9. 主要な事業の内容
【業務に関する事項】   
10. 事業概況（業績）　  
11. 経常収益    
12. 業務純益   
13. 経常利益    
14. 当期純利益  
15. 出資総額、出資総口数 
16. 純資産額  
17. 総資産額  
18. 預金積金残高 
19. 貸出金残高    
20. 有価証券残高   
21. 自己資本比率（単体）   
22. 出資配当金    
23. 職員数
【主要業務に関する指標】   
24. 業務粗利益及び業務粗利益率 
25. 資金運用収支、役務取引等収支及び 
　  その他業務収支    
26. 資金運用勘定・資金調達勘定の平均  
   　残高､利息､利回り    
27. 資金利鞘   
28. 受取利息、支払利息の増減   
29. 役務取引の状況   
30. その他業務収益の内訳 
31. 経費の内訳  
32. 総資産経常利益率  
33. 総資産当期純利益率 
【預金に関する指標】
34. 預金種目別平均残高  
35. 定期預金種類別残高  
36. 預金者別預金残高    
37. 財形貯蓄残高    
38. 常勤役職員1人当り預金残高
39. 1店舗当り預金残高  
【貸出金等に関する指標】   
40. 貸出金種類別平均残高  
41. 貸出金金利区分別残高  
42. 貸出金・債務保証見返額担保別残高 
43. 貸出金使途別残高
44. 貸出金業種別残高・構成比
45. 預貸率（期末・期中平均） 
46. 消費者ローン・住宅ローン残高
47. 代理貸付残高の内訳   

48. 常勤役職員1人当り貸出金残高 
49. 1店舗当り貸出金残高 
【有価証券に関する指標】
50. 商品有価証券の種類別平均残高  
51. 有価証券の種類別平均残高   
52. 有価証券種類別残存期間別残高
53. 預証率（期末・期中平均）
【経営管理体制に関する事項】
54. リスク管理体制  
55. 自己資本の充実の状況等について 
56. コンプライアンス体制  
57. 反社会的勢力に対する基本方針 
58. 金融商品に係る勧誘方針 
59. 説明態勢について
60 苦情処理措置及び紛争解決措置の内容    
【財産の状況】   
61. 貸借対照表、損益計算書、剰余金処分  
　  計算書 
62. リスク管理債権及び同債権に対する  
　  保全額  
　　（1）破綻先債権 
　　（2）延滞債権 
　　（3）３か月以上延滞債権
　　（4）貸出条件緩和債権 
63. 金融再生法開示債権及び同債権に対する  
 　  保全額   
64. 自己資本の充実の状況等について 
65. 有価証券等の評価 
66. 外貨建資産残高 
67. オフバランス取引の状況
68. 先物取引の時価情報  
69. オプション取引の時価情報    
70. 貸倒引当金（期末残高・期中増減額）
71. 貸出金償却額  
72. 財務諸表の適正性、及び内部監査の有効性に
　  ついて  
73. 法定監査の状況 
【その他の業務】
74. 内国為替取扱実績    
75. 外国為替取扱実績    
76. 公共債窓販実績   
77. 公共債引受額   
78. 手数料一覧 
79. ATM等提携先と手数料  
【そ　 の　 他】
80. 当組合の経営姿勢と考え方    
81. 総代会制度について  
82. 報酬体系について
83. 沿革・あゆみ   
84. カードの偽造・盗難への対応について 
85. 振り込め詐欺防止策について
86. お客様満足度アンケート調査実施結果 
【地域貢献に関する事項】
87. 地域貢献活動   
88. 地域密着型金融の取組み状況
89. 中小企業の経営改善及び地域活性化のための取組み状況
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各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は「協同組合による金融事業に関する法律施行規則」、◎印
は「金融再生法」で規定されております法定開示項目です。〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕



自 平成28年4月1日～至 平成29年3月31日
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